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図書館を語ること—根本彰先生御退任に寄せて
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図書館を語ること。

現実に存在するものでありながら自然的実在と

は異なり社会状況と認識に用いられる概念によっ

て変質する可能性を常に伴う（とはいえその一部

は自然的実在にも妥当しますが）対象を語るにあ

たって私たちが直面する困難は、例えば図書館史

においてアレクサンドリアの図書館を持ちだした

途端それがそもそも現在私たちが知っている図書

館と「同一」であることがどのようなレベルでど

のように保証されるのかという問いを喚起するこ

とからもわかるように遍在するにもかかわらずそ

の問いを追求すると無限背進に陥る恐れがあると

いう意味で理論的にも方法論的にも悩ましいもの

として存在し続けています（その困難から目を逸

らすことがもたらす帰結の一つが素朴な現場主義

の過度な重視であったりするわけです）。

＊　＊　＊

Patrick Wilson、『文献世界の構造』、『情報基盤

としての図書館』、「場所」（「場」ではなく）とし

ての図書館。根本先生のお仕事を考えたとき、こ

れら 4つのキーワード（および書籍タイトル）が

自然に頭に浮かんできます。

『文献世界の構造』で扱われているテーマを関心

領域として共有しながら根本先生とは異なるテー

マを研究してきた私がその距離を敢えて意識的に

利用し根本先生の緻密な御研究成果の一つ一つか

らは遠ざかりつつその巨視的な認識の展開を 4つ

のお仕事の中に見るならば、そこに機能・理念を

めぐる社会的実在を成立させる概念の系列と、組

織・場所という現実の存在との間を行き来するこ

とで上に述べた困難を乗り越えつつ、抽象的な一

般論でも現状追認の現場論でもない場所で図書館

を語ろうとする一貫した意志（ちなみにそのよう

な意志は非常にしばしば主体の認識とは別に存在

してしまうものなのですが）が存在していること

を確認できるように思います。

図書館情報学という領域で活動する研究者が技

術的なことも含め様々な個別研究をさほどその存

立条件に気を配ることなくとも研究を行うことが

できてきたのは、根本先生の一連のご研究に後ろ

から支えられていたからだと、それほどの誇張な

しに言うことができるかもしれません。

＊　＊　＊

2005年秋に私が着任してから現在まで、とても

快適な環境で研究教育活動を進めることができ、

また、学部学生・大学院学生の環境もかなり良い

ものだったのではないかと思います。その多くは、

根本先生の研究教育のお力、そしてコミュニケー

ションにも配慮しつつ正論をストレートに言う人

格によるものだったと思います。ときにあまりに

自由すぎる私の振舞いに対して、「ちょっとそれは

まずいんじゃない」と指摘するときに見せる、と

ても嫌そうな（笑）、同時に少し困ったような表情

は印象に残っています。民主的で紳士的、かつ論

理的思考を重視する姿勢は、ともに働くにはとて

も快適なものでした。

根本先生の御退任後、どのような方を後任にお

迎えしどのように研究室を運営していくかを考え

たとき、予測される困難に圧倒されます。この困

難はまた、図書館に関連する学界全体における根

本先生の存在を映し出してもいるのでしょう。

東京大学の図書館情報学研究室に御着任からの

20年間、そして私が着任してからの 10年間、本

当にどうもありがとうございました。
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根本先生とはじめてお会いしたのは、当時、在

籍していた図書館情報大学の卒業研究の最終発表

会です。図書館情報学という学問領域への問題意

識だけは強くそれでいて学業に熱心に取り組まな

かったせいで、どう考えてもテーマと中身がアン

バランスな論文を提出した直後のことでした。卒

業後、数年間図書館で司書として働いた後に大学

院に戻った私は根本先生のゼミに入り、博士論文

を提出するまで直接、ご指導を受けました。 

 図書館情報大学の修士課程のゼミでは、根本先

生が当時、翻訳書を出された Michael H. Harris

の論文を読みました。Harrisは図書館にかかわる

固定的な視座と主流文化中心の解釈に疑義を呈す

る公共図書館史の修正理論を提出し、アメリカ図

書館史研究に大きな影響を与えた研究者です。図

書館専門職サービスを文化再生産の観点から批判

的に検討する Harrisの議論を通じて、根本先生は

図書館情報学研究の課題と可能性を示してくださ

いました。 

 研究の初期の段階で、図書館情報学にとって理

念と実践の相互関係を批判的に再構成していく作

業が重要であること、そして実践との緊張関係を

保ちながら、これまでの図書館研究における所与

の条件を常に問題化することを根本先生のもとで

学びました。 

 図書館情報学における研究領域として歴史研究

を選んだ私は、歴史的事象の細部に没入しつつも、

同時に自分自身の研究と現場との距離に常に焦燥

感を抱きながら研究を続けてきました。しかし根

本先生の研究者としてのテーマの選び方、そして

常に現実に立ち向かっていらっしゃる姿を身近に

拝見するたびに、実践との緊張関係を持ち続ける

という図書館研究の原則をいつも繰り返して思い

出すことができました。 

 1995年に東京大学に移籍されてからは、根本先

生は占領期の研究、図書館情報専門職の研究、学

校図書館の研究等に次々と取り組まれました。占

領期の研究や図書館情報専門職の研究では、共同

研究者として研究プロジェクトの一端に加わるこ

とになりました。共同研究を通じて学んだ研究視

点とアプローチは、もし個人研究を続けていたと

したら得ることができなかったものでした。とり

わけ図書館情報専門職の研究は、ライブラリアン

シップという図書館研究の最も基本的な領域に立

ち戻る機会となりました。 

 常に広い射程のなかに研究テーマを設定し、緻

密な分析によって研究課題の本質に迫り、その結

果を論理的かつ説得力ある文体で記述する根本先

生の研究スタイルは、指導を受けた学生だけでな

く図書館情報学研究者にもよく知られています。

この 3つを揃えることの困難さについては、研究

者であればだれでも経験しているのではないでし

ょうか。一方、ゼミでは研究の細かな技術よりも、

テーマ設定、分析方法の妥当性についてアドバイ

スをいただくことが多かったと記憶しています。

研究のスタート地点で本質的なアドバイスをして

下さった後は、あまり細かいことにこだわらず自

由に研究する私たちを見守ってくださいました。

そういう意味で根本先生は緻密だけれどもとても

おおらかだという印象が私には強いのです。 

 自分のゼミを持つようになって、テーマの方向

性よりも研究の枝葉に目が向いてしまいがちな時

に、過去の根本先生のゼミを思い出して軌道修正

する日々はこれからも続くと思います。そして直

接ご指導していただく機会が減ったとはいえ、根

本先生のご研究の成果を通じて、図書館情報学研

究を切り開いていく精神とその結果生み出される

とぎすまされたアカデミックな言説から、これか

らも学び続けたいと考えています。 
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Akira Nemoto, who will retire from the Graduate School of Education, the University of Tokyo, in 
March 2015, looks back at his research activities in the field of library and information science. From his 
studies of American library science in the 1930s, through research into topics such as post-war 
occupation policies and public library management in Japan, he describes the path that led to his 
involvement in school library research and library and information science education.   
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育児期女性の社会的ネットワークの現状と規定要因 

—KJ 法による先行研究の整理を通じて— 
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本稿の目的は，育児期女性の持つ社会的ネットワークの構造や効果に着目し，従来の社会教育研究に

おいて取り上げられてきた女性の学習論の課題を整理した上で，今後，どのようなアプローチで女性の

学習を捉えることが有効かを理論的に検討することである。既存の女性の学習論では，女性の周囲に築

かれている社会的ネットワークがもつ教育的効果に着目し，ネットワークを豊かにするための教育方策

が議論されてきた。しかし，そのような既存研究に対して，検討対象とされるネットワークの構成員が

高学歴者，高所得者層，専業主婦層に偏りがちであり，職業の有無，所得の多寡，学歴といった個人を

規定する様々な変数とネットワークとの関係を再考し，適切なアプローチを提示すべきだという課題が

指摘されている。そこで本稿では，女性の社会的ネットワークに関する既存研究を蒐集し，その知見を

KJ 法によって統合することで，既存研究の課題を解決するアプローチを提示する。 

キーワード：ネットワーク，女性，KJ 法 
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1 研究の背景と目的 

本研究の目的は，育児期女性の持つ社会的ネッ

トワークの構造や効果に着目し，従来の社会教育

研究において取り上げられてきた女性の学習論の

課題を整理した上で，今後，どのようなアプロー

チで女性の学習を捉えることが有効かを理論的に

検討することである。 

近年，ワーク・ライフバランスや，就業と育児

との両立支援などの観点から育児期女性のネット

ワークに注目が集まっている。その女性が持つネ

ットワークの広さや構造によって，日常生活を支

えるケアを得られるかどうかや1，抱えるストレス

の度合いが異なるという点が指摘されており2，就

業女性の増加と共にそれをサポートするネットワ

ークの存在が重視されるようになってきた。同時

に，女性によってサポート源となるネットワーク

に格差があることも指摘されており3，ネットワー

クを持たない女性がどのように意図的にネットワ

ークを形成していくか，という形成方法を示すこ

とで格差を緩和していくことが求められている4。 
社会教育研究においても，女性の社会的ネット

ワークに着目しネットワークを豊かにするための

教育的な方策が議論されてきた。これらの研究で

は，共通する課題意識や属性，居住地域に基づく

ネットワークや，公民館やコミュニティセンター，

女性教育施設，青少年教育施設などの施設を介し

て培われるネットワークに着目し，女性がそのネ

ットワークへの参加を通じて，現在の自分が置か

れている状況を問い返し，自分が抱える生活上の

課題を改善していくための認識の発展と力量形成

を促すという道筋が描かれている。このように先
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行研究では，ネットワークへの参加に学習効果を

見出しており，これはしばしば共同学習論やネッ

トワーキング論といった形で展開されてきた5。 
しかし，先行研究で描かれた学習の道筋とその

効果については，以下 2 点でさらなる検討が求め

られる。第 1 に，先行研究で指摘されるように，

社会教育の活動への参加者が専業主婦や高学歴・

高所得者層に偏っているなど6，ネットワークに排

他性や偏りがあることである。言い換えれば，先

行研究では，各地域の実践的な活動の中で経験的

に形成されてきたものをネットワークとして捉え

てきたが，どのような人がそこに属すことが可能

なのか，誰にとってメリットがあるのかといった

点を十分に捉えきれていない。この課題に対して，

年齢，既婚／未婚，子どもの有無，家族形態，収

入といった個人に関する変数，都市部／地方部な

どの地域に関する変数がネットワークとどのよう

な関連を持つのかを考慮することが必要である。 
第 2 に，先行研究が着目するネットワークは地

縁関係，志縁関係に限定され，友人・知人関係，

親族関係などが検討対象となっておらず，個人が

持つ様々な種類の人間関係が総括的に捉えられて

いない点である。この点に関連して，近年，社会

教育の活動の意義を，地域の社会関係資本の構築

という点から明らかにしようとする，理論的，実

証的な研究が進められている7。これらの研究の多

くは，これまでのような課題意識や属性，居住地

域を介した関係では捉えることができなかった日

常生活の様々な関係を射程に入れたものである。

実際に幾つかの研究を見ると，学校，公民館や図

書館などの社会教育施設を拠点とした関係だけで

なく，趣味サークルやボランティア活動団体，ビ

ジネス仲間，友人，隣人などの日常的な諸関係の

構築に学習効果を見出している8。 
以上を考えると，先行研究が主たる対象として

扱ってきた，専業主婦の女性や高学歴，高収入の

女性，あるいは地縁関係を持つ女性以外の，有職

者の女性や地縁関係を持たない女性が，サポート

源となるようなネットワークを形成するためには

どのようにすれば良いのかを考えることが求めら

れる。本稿では，多様な立場の女性がそれぞれの

ニーズに沿った社会的ネットワークを形成できる

ための方策を，今後，実証的に示すことを目的に，

その前段階としてどのようなアプローチが適切か

を理論的側面から明確にしておきたい。 
なお，このような研究については，すでに家族

研究や，社会階層や社会関係資本の研究，そして

都市社会学の研究の中で，実証的な研究が積み重

ねられてきたが，その対象や目的も多様であるこ

とから，一貫した結論は出ていない。また，それ

ぞれの研究で得られた知見を総合的に比較・検討

する試みも十分にはなされていない。そこでこれ

らの知見を統合し，それぞれの研究で得られた知

見同士の相互の関係や，全体像を明確にしておく

ことが重要となる。このような全体的視野のもと，

今後の実証研究で課題とすべき点も明確になるも

のと考えられる。 
 上記の目的を達成するために，次のように議論

を進める。まず，どのような研究対象と方法を用

いるのかを述べ（2），次に研究結果を示し（3），
後に考察とまとめを行う（4）。 

2 研究の対象と方法 

 研究の対象は，女性のネットワークを扱う主要

研究である。主として参考にした論考は 27 本で

あり，本稿の末尾に一覧を記した。これらの論考

を選ぶ手続きは次の通りである。まず，都市社会

学，家族研究，社会階層や社会関係資本研究の分

野で女性のネットワークを検討対象としている文

献に目を通し，その中から育児と就業を行う壮

年・中年期の女性のネットワークを検討対象とし

ている文献を選定した。その後，各文献に目を通

し，類似した知見を示すもの，小規模なインタビ

ューデータを用いて検討を行っているものを省い

た。その上でそれぞれの論考から，①現在どのよ

うな構造や性質のネットワークが築かれているの

か，②どのようなネットワークが誰に対するサポ

ート力を持つのかという視点で，１つの文献につ

き１〜３つの知見を抽出し，これを検討対象とし，

互いのつながりや相互関係を整理することにした。 
 研究方法は，質的統合法（KJ 法）を用いた。

KJ 法とは，その考案者である人類学者・民族地

理学者の川喜多二郎のイニシャルからとられたも

のである。KJ 法はそもそも発想法の 1 つとして

考案されたものであり，データから新たなアイデ

ィアや仮説を探索的に創り出すことを目的とする

ものである9。この方法は，課題の不透明さや複雑

さへの対応が求められる，教育・医療・看護・介

護といったヒューマン・サービス領域で豊かな汎

用性をもつ方法として採用されている。この方法

を用いることによって既存の理論や概念にとらわ
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れずに，創造的な発想を促すことができる。また，

ブレーンストーミングによって得られた発想を整

序し，問題解決に結びつけていく問題解決法と言

われることもある。 
 KJ 法により先入観や既成概念，願望や期待に

とらわれず，様々な分野の知見の統合が可能にな

る10。川喜田はこれを“異質の統合”，“混沌それ自

体に語らせる”，“データをして語らしめる”と呼ん

でおり，意外な事実や見方，名解決案を導きだす

ことができるという11。このような特徴から研究

領域にとらわれず，先行研究の知見を統合，分類

し，知見同士の相互関係を検討するという本稿の

課題意識に適した研究方法だと考えられる。 
 KJ 法の具体的方法として，①ネットワークに

関連する先行研究を収集し，その内容を端的に示

す一文（ラベル）を作成，②内容が似たラベルを

集めてグループを作り，グループごとに表札／ラ

ベルをつける，③タイトルにつけたグループの中

で内容が似たもの同士を，次々と上位のグループ

にまとめていく，④グループが５個程度になった

ら，それぞれのグループの内容を端的に表すシン

ボルマークを付ける，⑤各シンボルマークの意味

上の関係に着目して，論理的関係を発見すること 
を目的に，相互に関係する配置となる構造図を作

成する，という 5 つのプロセスで分析を行った12。 

3 KJ 法の結果 

 分析対象の文献をもとに，60 枚のラベルを作成

し，これを 5 回のグループ編成を繰り返し共通す

る意味内容ごとに分類した。その結果，“女性のネ

ットワークは間接的に男性によって規定される”，
“男性のネットワークサイズは属性以外に日常的

な行動にも影響を受ける”，“都市部で築かれてい

るネットワークは有子女性にとって良い資本とは

いえない”，“女性は自分のニーズを把握し，自分

にサポートを提供してくれる人を自分で探す必要

がある”，“夫を家内労働へと誘う親族ネットワー

クの構築は，それをとりまく非親族ネットワーク

の影響を受ける”という 5 つのシンボルマークに

分類できた。これら 5 つのシンボルマークとその

上位ラベルの関係を構造図として示したものが，

図 1 である。シンボルマークは図中に二縦腺囲み

で示した。以下，シンボルマークごとの分析結果

を述べた上で，シンボルマークの相互関係につい

て分析結果を示す。 

 

親を支えるネットワークは子ど
もを支えるネットワークにもな
る。 

都市部では、育児を支えるバ
ランスの良いネットワークは築
かれにくい。 

【シンボルマーク3】 
都市部で築かれているネット
ワークは有子女性にとって良い
資本とは言えない 

ネットワークは、その中に埋め込
まれた人間関係を変えたり、意識
を変える作用を持つ。 

夫の周囲には、まだ家内労働を促
進するような親族ネットワークが築
かれていない。 

夫を家内労働へと誘う親族ネット
ワークの構築は、それをとりまく非
親族ネットワークの影響を受ける
【シンボルマーク5】 

都市部になるほど、家計支持者は男性に偏る。 

女性のネットワークを変化させる要因は自身の諸条
件と子どもの年齢である。 

社会階層は、女性のネットワークを規定する。 

【シンボルマーク1】 
女性のネットワークは間接的に
男性によって規定される 

女性の就労の度合いが増えると、育児を具体的
に担ってくれる人が必要となる。 

人と人とのネットワークには、お金で買えない
ような価値がある。 

女性にとって、自らの母親を除いて、誰からの、ど
のようなサポートが 適かは一概には言えない。 

【シンボルマーク4】 
女性は自分のニーズを把握し、自
分にサポートを提供してくれる人を
自分で探す必要がある 

【シンボルマーク2】 
男性のネットワークサイズは
属性以外に日常的な行動にも
影響を受ける 

注： 
→：因果関係 
⇔：相互に因果関係 

家事・育児に参加している男性
を配偶者に持っている女性ほど、
豊かな人間関係を有している。 

女性のパーソナルネットワーク
は男性よりもサイズが大きい。 

 
 

図 1 シンボルマークの相関図 
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 シンボルマークの 1 点目“女性のネットワーク

は間接的に男性によって規定される”に含まれる

下位ラベルは表 1 の通りである。このグループは，

女性のネットワークの規定要因を示すものである。

“社会階層は女性のネットワークを規定する”，“社
会階層によって，周囲の人間関係が変わる”といっ

たように，女性のネットワークの構成員の多さや

種類の多様さは，女性自身の学歴や社会階層，職

業の有無などの自身の条件や子どもの諸条件に規

定される。また，“都市部になるほど，家計支持者

は男性に偏る”，“都市部になるほど，女性の就業

度合いが低くなる”，“妻の学歴や収入が高いほど，

夫も家庭内の労働を担う”，“社会階層が高い人ほ

ど親族ネットワークが少ない”，“社会階層が高い

人ほど非親族ネットワークが多い”といったラベ

ルが割りふられている。これらのラベルを総括す

ると，女性のネットワークは，都市度が高い地域

に居住すればするほど，男性のネットワークによ

って間接的に規定されると言える。特に有配偶者

の女性のネットワークにおいては，都市度が高ま

るほど専業主婦率（男性の家計負担）が高まるた

め，影響力はより大きなものになる。 
 シンボルマークの 2 点目“男性のネットワーク

サイズは属性以外に日常的な行動にも影響を受け

る”に含まれる下位ラベルは表 2 の通りである。こ

のグループは，男性のネットワークの規定要因を

示すものである。1 点目では，女性のネットワー

クが男性から間接的に規定されると述べたが，こ

こではその男性のネットワークが，男性の日常的

な行動によって規定されることが示されている。 
 

上位ラベル 中位ラベル 下位ラベル ラベル（一部） 

・都市部になるほど、家計
支持者は男性に偏る。 
 
・女性のネットワークを変
化させる要因は自身の諸
条件と子どもの年齢である。

 
・社会階層は、女性のネッ
トワークを規定する。 

 

・都市部になるほど、女性の就業度合いが
低くなる。 
 
・日本は、欧米主要先進国に比べて、父親
が生活費を負担する割合が高い。 
 
・妻の持つ資源によって、妻を周囲で支え
るネットワークの様相が異なる。 
 
・母親の年齢や子どもの年齢によって、母
親のネットワークは変化していく。 
 
・日本では、母親の状況によって周囲の人
間関係が変わる可能性がある。 
 
・社会階層によって、周囲の人間関係が変
わる。 

 

・都市度が高いほど、専業主婦率は高くなる。 
・都市度が高いほど、女性の就業率は低下
する。  
・妻の学歴や収入が高いほど、夫も家庭内
の労働を担う。  
・フルタイム就労女性は、それ以外の女性よ
りも情緒的サポートの動員数が少ない。  
・母親は平均的な年齢層である場合に、非
親族ネットワークを多く築くことができる。  
・子どもの成長に伴い、親族中心のネット
ワークから非親族中心のネットワークへと組
みかえられていく。  
・日本では有職者よりも無職者の女性の方
が非親族ネットワークを有しやすい。  
・有子女性の場合、就業の有無によって、育
児や家事のサポートを頼むネットワークの構
成員が異なる。  
・社会階層が高い人ほど親族ネットワークが
少ない。  
・社会階層が高い人ほど非親族ネットワーク
が多い。  
  

表１ 【シンボルマーク 1】の上位〜下位ラベル一覧 
 

上位ラベル 中位ラベル 下位ラベル ラベル（一部） 

・家事・育児に参加している男性を配偶者に持っ
ている女性ほど、豊かな人間関係を有している。 
 
・女性のパーソナルネットワークは男性よりもサイ
ズが大きい。 

 

・育児参加に積極的な父親ほど、パーソナルネットワークの規模
が大きい。 
 
・家事・育児に参加している男性は豊かな人間関係を持っている。 
 
・非親族のサポートは、夫の育児・家事関与を促進する。 
 
  

表 2 【シンボルマーク 2】の上位〜下位ラベル一覧 
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また“家事・育児に積極的な男性を配偶者に持っ

ている女性ほど，豊かな人間関係を有している”，
“家事・育児に参加している男性は豊かな人間関係

を持っている”，“非親族のサポートは，夫の育児・

家事関与を促進する”，“育児参加に積極的な男性

ほど，パーソナルネットワークの規模が大きい”
といったように，夫のネットワークの豊かさと夫

の行動は相互関係にあることが分かる。 
  シンボルマークの 3 点目“都市部で築かれて

いるネットワークは有子女性にとって良い資本と

はいえない”に含まれる下位ラベルは表 3 の通り

である。このグループは，居住地域の都市度とネ

ットワークとの関連を示すものである。“都市部に

なるほど，人は非親族者との選択的なネットワー

クを作る”，“都市部になるほど，人口移動によっ

てつながる人は同質的になる”，“都市度が高いほ

ど，友人・知人ネットワーク数が増える”，“都市

度が低いほど，親族ネットワークが豊富になる”
といったように 1 点目，2 点目で述べたような個

人というミクロレベルの規定だけでなく，地域と

いうメゾレベルの変数によってもネットワークは

規定される。また，“育児を支える上で も効果的

であるのは親族と非親族からなる中庸なネットワ

ークである”，“育児を支えるネットワークの特徴

は，様々な育児資源のバランスが良いということ

である”といったように特に都市部で築かれてい

る同質的なネットワークは有子女性にとって良い

資本とはなり得ておらず，“親族・非親族からなる

中庸なネットワーク”こそが 適な資本となる。こ

のように，構成員が多様であることが，ネットワ

ークが良い資本となるための要件になる。 
 シンボルマークの 4 点目“女性は自分のニーズ

を把握し，自分にサポートを提供してくれる人を

自分で探す必要がある”に含まれる下位ラベルは

表 4 の通りである。このグループは，ネットワー

クのニーズの多様性を示すものである。“女性にと

って，自らの母親を除いて，誰からの，どのよう

なサポートが 適かは一概には言えない”， “女性

の就労継続には，妻方の母親のサポートが効果を

もつ”といったように，女性にとって 適なネット

ワークは自らの母親を除いてその人によって多様

である。また“（配偶者がいる場合）男性は妻から

情緒的サポートを受ける”，“（配偶者がいる場合）

女性は世帯外ネットワークから情緒的サポートを

受ける”といったように，ジェンダーによっては，

ネットワークから同じ資本を得るとは限らない。

まとめれば，女性は自らのライフコースにあわせ

て，自らのニーズを把握しそれを充たすようなネ

ットワークを自分の力で育まなければならないと

言える。 
 

 
 

表 3 【シンボルマーク 3】の上位〜下位ラベル一覧 
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上位ラベル 中位ラベル 下位ラベル ラベル（一部） 

・女性の就労の度合いが増え
ると、育児を具体的に担ってく
れる人が必要となる。 
 
・人と人とのネットワークには
お金で買えない価値がある。 
 
・女性にとって、自らの母親を
除いて、誰からの、どのような
サポートが 適かは一概には
言えない。 

 

・人と人とのネットワークには、人
を情緒的に支える、という価値が
ある。 
 
・非親族の友人・知人は市場を
介しては得られない。 
 
・どのような性質のネットワーク
でも強いサポート力を持つ。 
 
・どのような密度のネットワーク
でも強いサポート力を持つ。 
 
・夫婦が情緒的サポートを受ける
相手は異なる。 
 
・女性のライフステージにおいて、
自分の母親は必須のサポート源。 
 
・サポートの種類によっては、母
親の育児不安を軽減しない場合
がある。 

 

・フルタイム就労の女性は、それ以外の女性よりも
道具的サポートの動員数が多い。 
・育児ネットワークには道具的・手段的サポートの
効果がある。 
・社会関係資本は、親密財を社会に供給すること
に長けている。 
・親密財は、お金を払って市場から手に入れること
が難しい。 
・育児期の女性にとって、情緒的サポート源として
効果が高いのは、非親族である。 
・ネットワークが同質的なほど、サポート力は強くな
る。 
・ネットワークが多様なほど、サポート力は強くなる。 
・ネットワークが密なほど、サポート力は強くなる。 
・ネットワークが疎なほど、サポート力は強くなる。 
・妻は世帯外ネットワークから情緒的サポートを受
ける。 
・（配偶者がいる場合）男性は妻から情緒的サポー
トを受ける。 
・育児期の女性にとって、道具的サポート源として
効果が高いのは、自分の母親。 
・女性の就業継続には、妻方の母親のサポートが
効果を持つ。 
・フォーマルなサポートの利用は母親の育児満足
度にあまり影響を与えない。 

 

表 4 【シンボルマーク 4】の上位〜下位ラベル一覧 
 
 後に，シンボルマークの 5 点目“夫を家内労働

へと誘う親族ネットワークの構築は，それをとり

まく非親族ネットワークの影響を受ける”に含ま

れる下位ラベルは表 5 の通りである。このグルー

プは，ネットワークの効果を示すものである。“ネ
ットワークは，その中に埋め込まれた人間関係を

変えたり，意識を変える作用をもつ”，“接触する

人との距離や種類によって性別役割分業に対する

意識が異なる”といったようにネットワークが社

会的な意識を変革する効果を持つことが指摘され

ている。また，“ある人が担う家内労働の量は，そ

の人の周囲の親族ネットワークによって規定され

る”といったように，その人を取り巻くネットワー

クは意識のみならず行動も変える効果を持ってい

るが，一方で“男性の周囲には，まだ家内労働を促

進するような親族ネットワークが築かれていな

い”という課題もある。 
 これら 5 つのシンボルマークの相互関係は，次

の通りである（図１参照）。まず，女性のネットワ

ークは女性自身の諸条件及び身近な親族の諸条件

によって規定される（シンボルマーク 1 と 2）。こ

のネットワークは個人の条件のみならず都市度に

も規定される。多様な構成員による中庸なコミュ

ニティが良い資本となりうるが，特に都市部にお

いては同質性の高いコミュニティが築かれる傾向

にある（シンボルマーク 3）。その結果，女性は自

分自身でニーズにあったネットワークを得る努力

をしければならないが（シンボルマーク 4），身近

な親族を中心としてまだ女性をサポートするよう

なネットワーク資源が充分に築かれているとは言

えない。今後，男性が職場中心の人間関係だけで

なく，親族と非親族からなる豊かなネットワーク

を築くことができるように促進することによって，

男性のみならず女性とその周囲に広がるネットワ

ークの構成員の意識変革につながったり，女性を

サポートするようなネットワーク資源が築かれる

可能性がある（シンボルマーク 5）。 
 これらの先行研究で描かれているのは，女性の

ネットワークは都市度や，それに影響された親族

や配偶者との関係に制約を受けており，この構造

の中で女性の意識や行動が規定されているという

ことである。ここから，ネットワークの構造的な

組み替えを通じて，女性の意識の変容や行動の変

容が促されるという学習の道筋を見いだすことも

可能であると考えられる。 
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上位ラベル 中位ラベル 下位ラベル ラベル（一部） 

・ネットワークは、その
中に埋め込まれた人
間関係を変えたり、意
識を変える作用を持
つ。 
 
・夫の周囲には、まだ
家内労働を促進する
ような親族ネットワー
クが築かれていない。 

 

・接触する人との距離や
種類によって性別役割
分業に対する態度が異
なる。 
 
・夫婦を取りまく人間関
係は夫婦関係の密度に
影響を及ぼす。 
 
・夫が家事・育児を担わ
ない要因は様々である。 
 
・ある人が担う家内労働
の量は、その人の周囲
の親族ネットワークに
よって規定される。 
 
・男性の日常生活は職
場中心である。 
 

・性別役割分業意識が低
いほど、夫は家庭内の労
働を担う。 
 
・夫婦の情緒関係が強い
ほど、夫も恊働行動として
家庭内労働を担う。 
 
・若年層の子どもを有して
いたり、子どもの数が多い
と、男性が家事・育児を手
伝う傾向がある。 
 
・親は夫が家事・育児に参
加する促進剤とも抑制剤と
もなる。 
 
・家事・育児に対してサ
ポーティブな父親は、その
妻もサポーティブである場
合が多い。 
 
・男性の友人・知人関係は
職場を介したものに偏りが
ち。 
 
・夫にとって家事・育児は
ルーティンワークではない。 
 

・接触する親族数と近隣総数が多い
人ほど、性別役割分業に肯定的にな
る。 
 
・遠距離友人数が多い人ほど、性別
役割分業意識に否定的になる。 
 
・互いに接触をもたないような疎な
ネットワークを持つ家族は、夫婦関係
が合同的になる。 
 
・互いに知り合いであるような密な
ネットワークを持つ家族は、夫婦関係
が分離的になる。 
 
・夫の母親のサポートは、夫の育児・
家事関与を軽減する。 
 
・同居の親は、必ずしも育児労働の代
替者になりえない。 
 
・夫の父親のサポートは、夫の育児・
家事間関与を促進する。 
 
・夫の父親がサポートしている場合に
は、夫の母親からのサポートも多い。 
 
・男性のパーソナルネットワークは職
場を介したつながりに偏りがち。  

表 5 【シンボルマーク 5】の上位〜下位ラベル一覧 

4 本研究で得られた知見と今後の課題 

 以上のような分析の結果から，以下の 3 点が明

らかとなった。 
 第 1 に，ネットワークの規定構造についてであ

る。KJ 法の結果から，男性のネットワークやそ

れを取り巻く親族・非親族ネットワークの密度や

構造，得られる資源，意識などが，女性のそれを

直接的，間接的に規定していることが明らかにな

った。特に，女性のネットワークに対して，都市

度と男性の交互作用効果があると想定される。こ

れまで，女性を対象にした社会教育学研究におい

ては，女性同士のネットワークに焦点が当てられ

がちであったが，今後はそれを取り巻く男性，親

族，非親族の関係に着目し，彼らがどのようなネ

ットワークを持つときに性別役割分業意識が低く

なり，育児や家事のサポート源となるのか，ある

いは男性が家事や育児にサポーティブになるよう

なネットワークはどのように形成されるのかとい

う視点から研究を行うことが有効だと考えられる。 
  

  
 また女性のネットワークは，女性個人の変数，

配偶者や両親といった身近な親族に関する変数，

居住地域の変数に規定されていることがシンボル

マークの相関図から明示されたが，他方でネット

ワークに影響を与えることが予想される子どもの

年齢や，学歴，性別等の変数が検討されていない

ため，子どもに関する変数も加えた研究が適切だ

と考えられる。 
 第 2 に，ネットワークの教育的効果についてで

ある。ネットワークはその中の人間関係の密度や

構造を変えたり，そのネットワークに属する人の

意識を変える作用を持つ。女性のネットワークは，

男性の収入や社会階層，女性自身の学歴など，女

性が自身の力で変えることの難しい規定力の強い

変数に規定されているが，この変数の影響力は，

様々なネットワークへの参加が開かれることで稀

釈される可能性が示された。ネットワークへの参

加が個人変数の影響を低めるというネットワーク

の教育的効果も視野に入れた上で，ネットワーク

への様々な形での参加を開いていくような教育的

アプローチと研究が求められる。 
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 第 3 に，ネットワークが持つサポートの性質に

ついてである。KJ 法のシンボルマーク 4 のラベ

ル一覧からも明らかなように，ネットワークのサ

ポートには道具的，情緒的という種類がある。そ

れだけでなく，ネットワークの密度が疎な場合も

密な場合にも，そのサポート力は強くなるという

競合するラベルが存在する。これは女性にとって，

置かれた立場やニーズによってどのようなネット

ワークがサポート源となるのかは，一概には言え

ないことを意味している。 
 これまでの社会教育研究では，共通する課題意

識や居住地域に基づく同質性の高いネットワーク

を介して，個人の認知変容が促されるという点に

ネットワークのサポート効果が見られていた。し

かし，必ずしも同質性の高いネットワークがサポ

ート源になるわけではないこと，ネットワークの

サポート効果は必ずしも認知的なものに限らない

ことを踏まえ，それぞれの女性のニーズに沿った

ネットワーク形成の支援を検討していく必要があ

る。 
後に本研究の意義と課題について述べる。本

研究は，育児期の女性について，先行研究の知見

の総合的な検討を行い，注目すべきポイントを明

らかにした。このことによって，個々の研究では

明らかにならなかったネットワークの全体像を捉

えることができ，ネットワークのどの点に働きか

けるべきかについて，適切なアプローチを導き出

すことができた点に意義がある。 
今後の課題として，分析の対象とする範囲を広

げることが求められる。今回は，壮年・中年期の

育児期女性のネットワーク構造に関する文献を主

な対象にしたが，本稿で得られた知見と，配偶者

のいない女性や壮年・中年期以外の女性のネット

ワークとはどのように異なるのか，相互にどのよ

うな関係にあるのかについての比較・検討が求め

られる。 
さらに，時系列的な視点を持つことも必要であ

る。今回は，一時点のデータの知見から，育児期

の女性の持つネットワークの性質や構造を明らか

にしたが，実際にネットワークの形成過程につい

て考察する上では，一時点のデータの分析だけで

は不十分である。今回，KJ 法を用いた分類した

先行研究でも，社会教育研究においても縦断的な

視点を持ったものはほとんどなく，今後，縦断的

なデータを用いた検討を行うことが求められる。 
 

【付記】 
 本研究は，平成 24〜25 年度日本学術振興会科学

研究費補助金（特別研究員奨励費）：“家族を巡る

インフォーマルなネットワークの構造とその形成

過程に関する研究”の助成を受けて行われたもの

である。 
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An Analysis of the Factors Determining the Structure of Social 

Network of Child-Rearing Woman by KJ Method 

Yuka NAKAMURA†  

†
Graduate School of Education, the University of Tokyo / JSPS Research Fellow 

  The aim of this article is following three: (1) to examine how the social network of child-rearing woman is 
understood in the field of lifelong and adult education, (2) to organize the problems of previous research of 
lifelong and adult education, (3) to present the approach to solve the problems. In previous research, 
understanding about social network of woman is very narrow. More specifically, network of only highly educated 
and higher income housewives is only considered. Recently, the criticism for previous research that more 
comprehensive approach may be appropriate including the network of various types of women is mentioned. 
Therefor, in this article, by use of KJ method, proper approach to solve such the problems is presented. 
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A Study on the Role and Transition of Youth Organization in 

Kodaira City:  

Focusing mainly on the Inter-war and Early Post-war Era 

Hiroshi OYAMA† 

†Doctor Course, Graduate School of Education, the University of Tokyo 

The purpose of this study is to examine the transition of involvement between youth organization and local 
community. The result of the case study of Kodaira city verifies the process of transition of youth organization: 
youth organization that existed as embedded in the context of local community were altered to the educational 
group for the purpose of fellow making. This result suggest that educational significance of youth organization is 
changed by the involvement with local community. 

Keyword: Youth organization, Seinen-dan, Seinen-gakkyu, community 
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Rethinking Labor in Lifelong Learning and Adult Education  

Shogo NISHIKAWA† 

†
Graduate School of Education, the University of Tokyo 

The aim of this article is to examine how labor has been studied in lifelong learning and adult education, and 
to try to propose issues to work on by reviewing the previous work. Labor has been discussed in connection with 
workers' education, working youth education, and the theories of leisure in lifelong learning and adult education 
so far. However, according to the previous work, it seems that labor has not been studied directly against its 
importance. The following questions should be examined. How labor should be studied in lifelong learning and 
adult education? What has been actually studied and what has not? 

Keywords: Lifelong Learning and Adult Education, Labor, Leisure 
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学校図書館による教員サポートのための
図書推薦支援システム

宮田玲 † 矢田竣太郎 † 浅石卓真 †
† 東京大学大学院教育学研究科　

本研究ノートでは，学校図書館による教員サポートを支援するためのシステム BookReachを提案す
る。BookReachは，学校図書館職員による図書推薦を支援する立場から設計されており，自館及び周辺
図書館の蔵書に対して，授業に適した図書を推薦する上で有用な教材情報を付与する点が特徴である。
現在，教材情報付与の効率化の一環として，図書を教科・単元に自動的に振り分ける分類器を試験的に
構築・評価している。システムは開発途上にあるが，蔵書データから推薦リストを作成するためのイン
タフェースを実装したプロトタイプは，既にオンラインで稼働している。本研究ノートでは，提案シス
テムのコンセプト・システム構成・想定利用ケースを説明した上で，部分的に実装が進んでいる自動分
類器とインタフェースを紹介する。

キーワード： 学校図書館, 推薦支援システム, 教科・単元, 自動分類
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4.1 自動分類器
4.2 推薦リスト作成インタフェース

5 今後の課題

1 はじめに
学校図書館には大きく読書センターと学習・情
報センターという 2つの機能があるが，近年の学
校図書館には学習・情報センターの中でも教員へ
のサポート機能（以下，教員サポート機能）がより
一層求められている。例えば子どもの読書サポー
ターズ会議の「これからの学校図書館の活用の在
り方等について（報告）」は，学校図書館の機能の
一つとして教員の授業改善や資質向上のための支
援機能を挙げている 1。

学校図書館による教員サポート機能の一つに，授
業で使える教材（とりわけ図書）の提供がある 2。
前述した「これからの学校図書館の活用の在り方
等について（報告）」では，教員サポートの具体
的な取り組みとして「教員向けのレファレンスや，
授業で使う教材・資料の取寄せサービスを実施す
ること」「地域の公共図書館や他校の学校図書館に
加え，教育センターとの資源共有・物流のシステ
ムを構築すること」を挙げている。
しかし，教員サポートを含め日常の学校図書館
業務を担う学校図書館職員は，各教科・単元の授
業で使える図書を十分に把握しているとは言い難
い。例えば松田らの調査では，学校司書は高校教
員が挙げた「高校物理を教える」上で読んでおく
べき文献の把握状況が低いことが明らかにされて
いる 3 。この研究のインタビュー対象者は少数で
あるため一般化は難しいが，学校図書館職員が一
部の教科・単元に関する図書を十分に把握するこ
とは容易でないことが示唆される。
このような背景から筆者らは，各教科・単元の
授業で使える図書を，自館や近隣の図書館の蔵書
から抽出して，学校図書館職員に候補として提示
するシステム BookReachを構想・設計している。
現在 BookReach は開発段階にあるが，一部の機
能・インタフェース・図書データを実装したプロ
トタイプは，オンライン上で利用可能である。
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以下，第 2章では，教材となる図書を提供する
従来の方法を概観し，解決すべき課題を指摘する。
第 3章では，システムの中心となるコンセプトを
整理した上で，BookReachのシステム構成・想定
利用ケースを紹介する。第 4章では，部分的に実
装している自動分類器とインタフェースについて
述べる。第 5章では，今後の課題を提示する。

2 従来の取り組み
授業で使える図書を学校図書館が用意する取り
組みは，これまでもなされてきた。それらの取り
組みは大きく，(i) 事前に授業で使える図書を選定
しリスト化しておく，(ii) 図書を利用した授業実
践例を収集してデータベース化しておく，という
2つに分けられる。
(i)の例として，既に社会や理科など一部の教科

について学校図書館職員や教員が選定した教材の
リストが出版されている 4 5 。河西らの研究でも
「学校図書館調べ学習ツールキット」の中でテーマ
別の資料リストを作成している 6 。また，全てが
授業で直接使える図書ではないが，雑誌『学校図
書館速報版』7 や『学校図書館基本図書目録』8 で
は，学校図書館向きの選定図書を数多く掲載して
いる。
さらに，図書館流通センター（TRC）による学

校用書誌検索・発注システムTOOLi-S 9には，デー
タベース中の図書に教科・単元が付与されている。
これにより，小学校の教科書（全ての出版社）の
単元に付与された学習件名から，その単元に関連
する図書（調べ学習で使える図書）を検索できる
ようになっている。
(ii)の例として，東京学芸大学学校図書館運営専

門委員会が作成・運営している「先生のための授
業に役立つ学校図書館活用データベース」（以下，
学校図書館活用データベース）10がある。同デー
タベースでは，教員に対するレファレンス記録が
教科・学年別にまとめられており，実際に授業で
提供された資料が Excel形式でダウンロードでき
るようになっている。
これらの取り組みでは，授業で使える図書を，一
般的な書誌情報に加えて，主に以下の項目（本稿
ではこれらをまとめて「教材情報」と呼ぶ）に着
目して収集・整備してきた 11。

• 教科・単元（どの教科・単元に関連しているか）
• 難易度（どのくらい難しいか／どの学年に適
しているか）

• 利用法（どのように教材として使えるか）
• 利用履歴（どのように教員が使ったか）
• 推薦履歴（どのように学校図書館職員が教員
に推薦したか）

• 社会的評判（どのように評価されているか）

教科・単元については，TOOLi-Sや学校図書館
活用データベースにおいても図書や事例の検索時
に教科・単元を参照しているように，図書を教材
として使用する上で参照すべき重要な情報である。
難易度については，具体的な授業レベルに応じて
参照できると便利であり，TOOLi-Sにおいても，
部分的に図書に付与されている。利用法・利用履
歴・推薦履歴については，例えば学校図書館活用
データベースでは，「授業者コメント」や「司書・
司書教諭コメント」といった形で授業ごとに保存・
提供されている。社会的評判については，例えば
『学校図書館基本図書目録』で挙げられている選定
図書が，社会的に高い評価を担保しているものと
みなせる。
一方で従来の取り組みには，大きく 2つの問題
点がある。第一の問題点は，基本的に人手で図書
リスト・データベースを作成しているため，多大
な手間がかかるという点である。そのため，特に
学校図書館職員や教員が作成した図書リストは，
社会や理科など一部の教科に偏りがちである。大
規模なデータベースである TOOLi-Sも，中学校
や高校まではカバーしておらず，学校図書館活用
データベースも現時点では十分事例が蓄積されて
いない上に国語や社会に偏っており，求めている
教科・単元の事例が見つかるとは限らない 12。
第二の問題点は，上述した取り組みはいずれも
現実に存在する図書の集合から教材となり得るも
のを提示する試みであり，自館や周辺図書館の蔵
書の中でどのような図書が使えるかを直接提示で
きるわけではないという点である。しかし，学校
図書館職員が授業で使える図書を教員等に推薦す
る時には，まずは自館の蔵書の中で「具体的にど
のような図書が授業に使いうるのか」を考え，そ
こから探索範囲を周辺図書館に徐々に広げていく
と考えるのが自然である 13。
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3 図書推薦支援システム
3.1 コンセプト
以上の背景や従来の取り組みの問題点を踏まえ
て，以下の 2つのコンセプトを設定する。

• 図書に教材情報を効率的に付与すること
• 自館及び周辺図書館の蔵書を利用すること

図書に教材情報を効率的に付与することについ
て，まず本研究では，従来の取り組みで挙げられ
た 6つの教材情報の内，教科・単元，難易度，利
用法，推薦履歴，社会的評判を扱う。教科・単元，
難易度については，従来の取り組みを踏襲しなが
ら，本研究でも主な対象とする。利用法に関して
は，教員と学校図書館職員はそれぞれ捉え方が異
なることも予想されるが，教員への負担を回避す
ることと，BookReachは学校図書館職員による利
用を想定していることから，あくまで学校図書館
職員の側から見た図書の利用法を対象とする 14。
推薦履歴は，従来の取り組みでは十分に取得でき
ていない量的なデータ（どの学校・授業でどれだ
け利用されたか）にも注目する。社会的評判につ
いては，既存のレビューや書評等を主な情報源と
して取得・加工し，参照できるようにする。
そして，第 2章で指摘したように，これらの教

材情報を新たに図書に付与し，利用に供するのは，
多大な手間・コストがかかるため，作業の自動化・
効率化が求められる。教科・単元及び難易度は，例
えば，機械学習等を用いた自動的な判定手法（自
動分類）が適用できる。また，利用法及び推薦履
歴は過去の図書推薦履歴の記録・保存・再利用を
システム上で支援することで，社会的評判は商品
レビューなどの外部の情報源をシステム上で参照
することで対応可能である。
一方，現実場面における推薦行為を考えると，自
館及び周辺図書館の蔵書を利用することが求めら
れる。熟練した学校図書館職員であれば，特定の
教科・単元の授業に対して，即座に探索すべき自
館の書棚や具体的な図書の当たりをつけることは
十分可能であるが，やはり周辺図書館の蔵書を広
く対象として，教材として利用可能な図書を探す
ことは容易ではない。第 2章でも見たように，こ
れまでに作成され，共有されてきた教科・単元ご
との図書リストは，ある特定の学校図書館の蔵書
に必ずしも含まれているわけではなく，「今すぐに

入手できる／周辺図書館に依頼すれば比較的に容
易に入手できる」範囲を探索対象とすることが優
先である 15 。

3.2 システム構成
以上のコンセプトを踏まえると，システムに課
される要件は，自館及び周辺図書館の蔵書に教材
情報を自動的に付与することである。したがってシ
ステムの中核は蔵書のデータベースであり，これに
対していかに教材情報を付与していくかが問題と
なる。ここで教科・単元と難易度に関しては，シス
テム内部で自動かつ定期的に稼働するような分類
器で付与可能である。また，社会的評判はAmazon

や Twitterといった外部のデータベースと蔵書内
の図書とを紐付けることで取得できる。推薦履歴
については，ユーザーである学校図書館職員が，本
システムを利用してどのような図書を教員に推薦
したのかをアーカイヴできればよい。そのために
も，学校図書館職員が教員のニーズに応じて推薦
する図書リスト（以下，推薦リストとする）の作
成・保存を補助するインタフェースを充実させる
ことが重要である。そこで，次のように三層から
なるシステム構成を設計した。

• データベース（DB）層

– 分類済蔵書データベース
– 推薦履歴アーカイヴ
– 外部データベース

• アプリケーション（AP）層

– 自動分類器

• ユーザーインタフェース（UI）層

– 推薦リスト作成インタフェース
– アーカイヴ編集インタフェース
– 分類修正インタフェース
– (初期設定インタフェース)

データベース層の「分類済蔵書データベース」
に自館及び周辺図書館の蔵書目録を取り込み，こ
こに属する図書を「推薦履歴アーカイヴ」及び「外
部データベース」16を通じて推薦履歴及び社会的
評判と紐付ける。そしてアプリケーション層の「自
動分類器」が教科・単元と難易度に応じて自動か
つ定期的に分類済蔵書データベース中の図書を分
類しておく。4.1 で詳述するが，蔵書に含まれる
各図書の書誌情報を利用した機械学習による自動
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自動分類器

推薦リスト作成アーカイヴ編集 分類修正UI層

DB層

AP層

分類済蔵書推薦履歴 

アーカイヴ
Amazon, Twitterなど

学校図書館職員推薦リスト教員

紐付け 紐付け

保存

閲覧･編集

書誌情報 分類

外部データベース

図書推薦

図 1: システム構成

分類である。ユーザーはユーザーインタフェース
層に属する構成要素を通じて本システムにアクセ
スする。「推薦リスト作成インタフェース」では，
分類済蔵書データベース内の図書を単元や難易度
ごとに検索し，推薦リストの作成を行うことがで
きる。加えて，推薦リストへの登録頻度による検
索結果のランク付けや各図書の外部データベース
（AmazonやTwitter）検索結果の閲覧も可能とす
る。「アーカイヴ編集インタフェース」は作成した
推薦リストの保存と，推薦履歴アーカイヴの閲覧・
編集ができる。「分類修正インタフェース」は自動
分類器による図書の分類を手動で修正するために
設ける。「初期設定インタフェース」はシステムに
自館及び周辺図書館の蔵書を登録するときにだけ
用いる（3.3で詳しく述べる）。以上のような構成
要素間の関係に，ユーザーの行う操作を合わせて
図示したものが図 1である（ただし初期設定イン
タフェースは省略した）。

3.3 想定利用ケース
ユーザーが BookReach を利用する主な場合と

して，初期設定，推薦ニーズ発生時，推薦ニーズ
未発生時の 3パターンを想定している。ただし推
薦ニーズの発生とは，学校図書館職員が教員の要

求を受けて推薦リストを作成する必要が生じたと
きを指す。

初期設定 ユーザーが本システムを初めて利用す
る際，初期設定インタフェースを用いて自館の蔵
書目録データの登録と周辺図書館の範囲・対象設定
を行う。特に周辺図書館については，デフォルト
では学校が位置する市町村内の公共図書館を設定
するが，実際の周辺図書館利用状況に応じて，都
道府県立図書館などを追加登録できる。蔵書の登
録後，バッチ処理による自動分類が行われる。

推薦ニーズ発生時 図 1の太い矢印に対応する。
ユーザーは推薦ニーズを受けて推薦リスト作成イ
ンタフェースにアクセスする。まず該当する単元を
選び，難易度情報が反映された状態で当該単元の
授業に使える図書リストが表示されるので，ユー
ザーは任意の図書を推薦リストに追加する。推薦
リストが完成したとき，ユーザーはこれを推薦履
歴アーカイヴに保存するか否か及び印刷するか否
かを選択し，教員の求める方法で推薦リストを提
供する。

推薦ニーズ未発生時 図 1の破線の矢印に対応す
る。推薦ニーズのないときにユーザーができるこ
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とは，分類修正インタフェースを通じた自動分類
結果の修正と，アーカイヴ編集インタフェースを
通じた推薦履歴の閲覧・編集である。

4 実装
ここでは部分的に実装が進んでいる自動分類器
とインタフェース 17を紹介する。自動分類器につ
いては，難易度を判定する分類器は実装しておら
ず，単元を判定する分類器の予備的な評価実験の
結果を報告する。また推薦履歴アーカイヴは未実
装のため 18，インタフェースについては，主に推
薦リスト作成インタフェースについて説明する。
なお現時点では，とりわけ図書推薦のニーズが
高いと考えられる中学社会の地理的分野の 2単元
「世界の様々な地域」「日本の様々な地域」（それぞ
れ，以下「世界地理」「日本地理」とする）に範囲
を絞って実装を進めている。この単元は，中学校
学習指導要領解説社会編 19第 2章第 2節の地理的
分野の「内容」にある最上位項目を用いた 20。

4.1 自動分類器
近年様々な分類タスクに応用されている機械学
習手法を用いて，教科・単元に振り分ける自動分
類器を実装した。これまで自動分類の応用研究と
しては，図書館情報学分野では，図書に NDCを
自動的に付与する研究 2122，オンライン上のPDF

文献が論文であるかを判定する研究等がある 23。
この他，テキスト分類タスクにおいて標準的に使
用されるReutersのコーパス 24 もあくまで英文記
事にトピックを付与したものであり，またテキス
ト分類に関する包括的なレビュー 25 の中でも，図
書を教科・単元別に分類するタスクを設定してい
るものは見つからなかったが，教科・単元に関す
る自動分類の構築は十分可能であろう。
本研究では，図書を「地理的分野」か「それ以
外」かを判定する分類器（地理分類器）と，さら
に「地理的分野」と判定された図書を対象に「世
界地理」か「日本地理」かを判定する分類器（単
元分類器）を構築し，それぞれの分類性能を評価
した。このように単元を段階的に絞り込みながら
判定する方針を採用することで，どの段階（単元
の粒度）まで機械学習による手法が有効であるか
の診断が容易になる。
まず，機械学習の訓練用データと評価用データ
として，既存の人手による分類データを収集する

必要がある。本研究では，地理的分野に関連した
図書を，既存のデータベースや書籍を参照し，学
校図書館活用データベースから 555冊，授業用の
図書を紹介している書籍『学校図書館発育てます！
調べる力・考える力：中学校の実践から』26 から
171冊収集した。さらに，学校図書館職員（現職
及び経験者の各１名）と社会科教員２名に対して，
「世界地理」「日本地理」のレポート課題などで使
用できる図書，授業内容に興味を持った生徒に薦
めた図書（薦められる図書），教員自身の教材研
究で使用できる図書などを各単元それぞれ最低 20

冊ずつ挙げるよう依頼した。その結果，学校図書
館職員から 583冊，教員から 40冊収集された。以
上，合計 1,349冊のデータには既に人手によって
単元が付与されており，ここからランダムで，地
理的分野の図書を 600冊（世界地理 300冊，日本
地理 300冊）を抽出した。一方，地理的分野に関
連のない図書データとして，A大学附属中等教育
学校の学校図書館の蔵書（合計 26,425冊）からラ
ンダムに 600冊抽出した 27。以上，合計 1200冊
の図書データを，訓練用データ及び評価用データ
として用いた。
また機械学習の訓練に用いる素性とその組み合
わせは，以下の 4通りとした。なお書名の形態素
解析には，MeCab 28 を用いた。

All&NDC 書名形態素（全品詞）・NDC

All 書名形態素（全品詞）
Noun&NDC 書名形態素（名詞のみ）・NDC

Noun 書名形態素（名詞のみ）

以上の実験データと素性の組み合わせを用いて，
サポートベクトルマシン（SVM）29 ，チューニン
グ済みサポートベクトルマシン（SVM-T），ラン
ダムフォレスト（RF）30 ，バギング（BA）31 の
4種類の機械学習手法による自動分類器をそれぞ
れ構築し，評価を行った。10分割交差検定 32 に
より，分類正解率を算出したところ，地理分類器，
単元分類器についてそれぞれ表 1, 2に示す結果と
なった（表中の単位はいずれも%）。とりわけ書名
形態素（全品詞）・NDCを用いたランダムフォレ
スト分類器の性能が，地理分類器では 90.5%，単
元分類器では 88.7%と，実験レベルでは比較的高
い性能が確認できた。
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表 1: 評価結果（地理分類器）
All&NDC All Noun&NDC Noun

SVM 71.8 60.4 71.6 60.3
SVM-T 89.8 89.7 85.0 86.1
RF 90.5 90.4 85.2 84.3
BA 79.8 81.5 74.2 75.2

表 2: 評価結果（単元分類器）
All&NDC All Noun&NDC Noun

SVM 77.0 82.7 77.0 76.0
SVM-T 85.2 87.8 85.3 88.2
RF 88.7 87.3 88.2 87.3
BA 85.3 81.3 84.0 78.2

4.2 推薦リスト作成インタフェース
インタフェースの実装にあたっては，以下の要
件を念頭に置いた。

• システムの使い方を容易に理解できるように，
直感的なクリック操作を中心とすること

• 推薦に関する高度な判断ができるように，必
要に応じて図書の詳細情報にアクセスできる
こと

以下，3.3の「推薦ニーズ発生時」に想定される
利用ケースに則して，各部分について説明する。
まず，BookReachのトップ画面（図 2後面）で

は，システムの使い方の簡単な説明が掲載されて
おり，「推薦を開始する」の部分から推薦を開始で
きる。ここで例えば校種「中学校」を選択すると，
単元選択画面に遷移し，中学校 5教科（英語・国
語・数学・社会・理科）のドロップダウンメニュー
が表示される（図 2前面）。
クリック操作により，教科から階層的に各単元
にまで絞り込みが可能で 33，単元名をクリックす
ると推薦リスト作成画面（図 3）に遷移する。
この推薦リスト作成画面で学校図書館職員によ
る図書の検索と選定がなされる。左の枠内に，推
薦対象である図書のリストが，基本的な書誌情報
（タイトル，著者，出版者，NDC）を伴って，テー
ブル形式で表示される。同時に，「請求番号」及び
「貸出（状況）」も提示されるため，「普段どこに配
架されているのか」「現時点で貸し出されている
か」といった図書の配架状況を確認することがで
きる。なおテーブル上部の「タイトル」「出版者」
「出版年」「NDC」「請求番号」「貸出（状況）」の
カラムは，昇順，降順に並び替え可能であり，さ

らにテーブル右上には，文字列マッチによる絞り
込み検索ボックスも実装されている 34。
また，本システムの大きな特徴として，検索し
ながらシームレスに推薦候補の図書リストを作成
できるインタフェースを実装している。図 3後面
はまだどの図書もリストに入っていない状態であ
り，ここで例えば上から 1番目と 4番目の図書に
ついて，左にある [IN]ボタンをクリックすると，
推薦リストに 2冊追加される（図 3前面）。この
段階で，図書リストもしくは推薦リストの [OUT]

ボタンをクリックすると，当該図書は推薦リスト
から外れる。なお推薦リストは，ドラッグ操作に
より並び替えも可能であり 35，これにより例えば，
上から順番に推薦の優先順位とみなす使い方も可
能である。
本システムでは書名をクリックするとモーダル
ウィンドウが立ち上がり（図 4），外部データベー
スから取得した図書の表紙が表示される 36。表紙
があることで，図書の対象年齢層などをある程度
推し量ることができるほか，推薦履歴やレビュー
コメントを併せて掲載することで，推薦に役立つ
有用な判断材料を提供することが可能である。図
4では一例として図書のコメントを載せているが，
今後，図書に関する社会的評判を当インタフェー
スから参照できるようにする予定である。

5 今後の課題
今後の課題として大きく，(i) システム構成要素
の改良・未実装部分の開発と，(ii) システム評価
の実施が挙げられる。
(i) に関して，第 3章の図 1のシステム構成の
内，まず教科・単元を付与する自動分類器の構築と
評価を行った。第 4章で示したように，中学社会
（地理的分野）に関する自動分類器は，実験的な環
境では比較的高い性能を確認できたが，自動分類
器が実際の蔵書データの分類においてどれだけ有
効であるかは，自動分類のエラーを調査しながら
検証しなければならない。また現実場面での運用
を見据えて，分類修正インタフェースを含めて自
動分類器の開発と評価を進める。その上で，地理
的分野以外の教科・単元にも対象を広げていくこ
とが求められるが，その前提として機械学習の訓
練及び評価に用いる図書データを十分に収集・整
備することが課題である。
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図 2: トップ画面・単元選択画面

図 3: 推薦リスト作成画面
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図 4: 詳細表示モーダルウィンドウ

現時点では，難易度を付与する自動分類器を実
装していないので，書名・出版者・価格・シリーズ
といった書誌情報を活用しながら，難易度推定の
手法を開発する予定である。この難易度推定に関
しても，必ずしも機械学習を用いた自動分類の手
法を採用するわけではない。学校図書館職員（現
職及び経験者）への聞き取り調査に加えて，これ
まで蓄積されてきた入手可能な利用履歴や推薦履
歴を分析することで，最適な手法を考案していく。
また推薦リスト作成インタフェースも，高度化
を図る必要がある。現在は，図書の表示方法が単
純なテーブル表示にとどまっているが，図書の推
薦履歴に基づくランキング表示や図書のタイプに
応じた新たな表示方法を検討している 37。
現段階では未実装の推薦履歴アーカイヴとアー
カイヴ編集インタフェースは，今後，優先的に取
り組む予定である。また，外部データベースとし
ては，現在AmazonのAPIを活用し，表紙画像と
書誌情報を取得・表示しているが，今後はTwitter

などの SNSにも対象を広げ，レビュー情報や評価
情報といった社会的な評判情報を付与していく予
定である。
(ii)に関して，本提案システムに関する評価の

実施が課題である。BookReachのユーザーとして

想定している学校図書館職員に対する一般的なシ
ステムユーザビリティ評価 38 に加えて，実際にシ
ステムを利用することで，学校図書館職員の推薦
プロセスがどのように変化したかを査定すること
が必要だろう。
加えて，推薦結果の受け取り先である教員に対
するアンケートやインタビュー等を通じて，推薦
図書の授業への適合度・有益度や，推薦に対する
満足度を測定することが求められる。そして，こ
れらの評価結果は，分析を経て，適宜システムに
反映させていく予定である。
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A Book Recommendation Aid System for School Librarians

to Support Teachers

Rei MIYATA † Shuntaro YADA † Takuma ASAISHI †

† Graduate School of Education, the University of Tokyo　

The paper introduces a web-based environment, BookReach, which aims to help school librarians

recommend appropriate books to teachers. The principal feature of the system is that it makes use

of collections of the school’s own library and those of nearby libraries by efficiently adding to

the collections information useful for recommending them as teaching materials. As part of the

implementation of the system, we constructed a preliminary automatic classifier to classify books

according to teaching units. The system is currently operational online with a minimal set of

functions, interface and book data, although it is still in development. This paper explains the

concept of BookReach, its internal configuration and provides a use case of the system. It also

introduces the automatic classifier and the interface, which have been partially implemented.

Keyword: School Library, Recommendation Aid System, Teaching Unit, Automatic Classification
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2014 年度 研究室活動記録 
 
オープンラボ記録 
 
本年度のオープンラボは昨年度に引き続き，1

日 2回開催とし，大学院生による研究室紹介と個

別相談を行った。 

 

＜実施概要＞ 

 

◆ 日時：2014年 6月 4日（水） 

15:00〜16:30，18:30〜20:00 

 

＜コース紹介＞第一部（15:00〜16:30） 

相良好美（社会教育学研究室） 

高浪雅洋（図書館情報学研究室） 

 

＜コース紹介＞第二部（18:30〜20:00） 

中川友理絵（社会教育学研究室） 

矢田竣太郎（図書館情報学研究室） 

 

ワンデーセミナー記録 

 

 本年度も図書館情報学研究室と社会教育学研究

室の研究交流を目的として，両研究室の博論生と

０Bが研究内容を発表した。 

 

＜実施概要＞ 

 

◆ 日時：2014年 9月 4日（木） 

10:00〜15:00 

◆ 会場：教育学研究科・教育学部棟 156教室 

◆ 発表者：大山宏，崔英姫，園部友里恵，浅石

卓真，荻野亮吾，松田ユリ子 

 

2014 年度 講義内容一覧 
 
【生涯学習論基本研究Ⅰ】【生涯学習論特殊研

究Ⅰ】担当：教授・牧野篤，准教授・李正連，

講師・新藤浩伸 
 前期のゼミでは，日本社会教育の近代につい

て比較・歴史的に考えるというテーマのもと次

の３冊を講読した。（1）新海英行『現代ドイツ

民衆教育史研究―ヴァイマル期民衆大学の成

立と展開』日本図書センター，2004（2）松田

武雄『近代日本社会教育の成立』九州大学出版

会，2004（3）李正連『韓国社会教育の起源と

展開―大韓帝国末期から植民地時代までを中

心に』大学教育出版，2008。また，松田武雄氏 
に特別 授業をしていただき，独自の分析視点

を獲得するに至った背景等のお話を伺った。前

期を通じて受講者は，当時の通俗教育・社会教

育の概念を読み解く上で用語を的確に理解・共

有することが前提であり、それをふまえて各々

の著者の研究方法や社会教育概念の特徴を議

論することを目指した。また，文献購読と並行

して，プロジェクト研究として NPO 法人街 ing
本郷と岡さんのいえ TOMO のいずれかのフィ

ールドに分かれて，継続的な活動を行うことに

なった。 
 
【生涯学習論基本研究Ⅱ】【生涯学習論特殊研

究Ⅱ】担当：教授・牧野篤，准教授・李正連，

講師・新藤浩伸 
 冬学期ゼミでは，牧野篤著『生きることとし

ての学び―2010 年代・自生する地域コミュニ

ティと共変化する人々』（2014）/松田武雄著『コ

ミュニティ・ガバナンスと社会教育の再定義―

社会教育福祉の可能性』（2014）/佐藤智子著『学

習するコミュニティのガバナンス』（2014）/新
藤浩伸著『公会堂と民衆の近代 歴史が演出さ

れた舞台空間』を購読し，社会教育・生涯学習

の現代的課題や地域社会との関わり方，特定の

場所に集う民衆のとらえ方等について議論が

行われた。購読した文献の著者の多くが本研究

室に関係のある人であったこともあり，文献に

対する疑問点を直接著者に尋ねる機会も多く，

全体的に実りある議論となった。また，ゼミの

一環として文部科学省主催のワークショップ

への参加や，韓国の平生教育に関する特別講義

等がおこなわれ，社会教育・生涯学習の実践的

課題について多角的に検討する機会が多数設

けられた。 
 
【生涯学習論論文指導】担当：教授・牧野篤，

准教授・李正連，講師・新藤浩伸 
 本ゼミは，研究室所属の大学院生が各自の研

究の進捗状況を報告し議論する場として毎週 1
回開かれ，夏学期・冬学期ともに各１回以上の

発表の機会が設けられている。学位論文執筆，

学会発表，各種紀要への投稿を念頭においた発

表，検討が行われた。発表者は毎回資料を予め
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メーリングリストに配布し，各自それを検討し

た上でコメントをする形式をとっている。「社

会教育・生涯学習」ゼミの特殊性から非常に多

様なテーマが取り上げられたが，具体的には

（１）高齢者，若者，子どもの学びと活動，生

き方に関する研究，（２）地域文化の継承活動

の実践に関する研究，（３）労働，教育福祉，

Socialpedagogik に関する概念と意義考察，（４）

公共ホール，博物館などの施設で行われる実践

に関する研究，（５）趣味など，人間の心を支

える活動や関係性をめぐる研究，などであった。

多岐にわたるテーマのもとに新たな気づきと

示唆を与えてくれるような議論が行われる中

で，研究の進め方や研究の意義，研究の方向性

などを確認することができた。 
 
【社会教育学特殊研究】担当：非常勤講師・矢

口悦子 
本ゼミでは, 「共同学習の再検討－日英の理

論と実践を中心に－」をテーマに, 以下の文献

を購読し, 各自考えたことを議論した。①伊藤

雅子『子どもからの自立：おとなの女が学ぶと

いうこと』未来社, 1975 年（「新版」あり）, ②
国立女性教育会館女性アーカイブセンター所

蔵資料「稲取婦人学級資料」, ③「私たちの公

民館保育室」国立市公民館保育室運営会議編

『子どもをあずける』未来社, 1979 年, ④伊藤

雅子「主婦の学ぶ権利と公民館保育室」『月刊

社会教育』1974年5月号, ⑤矢口悦子「補遺 イ

ギリス労働者教育協会（WEA）における女性

の学習」ゾエ・マンビー編『イギリス労働者教

育協会（WEA)の女性たち』矢口悦子訳, 新水

社, 2009 年, ⑥“7. Working in groups”Yvonne 
Hillier. Reflective Teaching in Further and 
Adult Education. 議論の際には, 矢口先生の

進行のもと, 一人ひとりの発言を掘り下げる形

で活発に議論が進み, 共同学習の日英理論と実

践を知識として学ぶだけではなく, それぞれの

考え方を互いに深めていく実りのある時間と

なった。 
 
【プログラム評価論】担当：非常勤講師・安田

節之 
 本ゼミは，様々な実践活動をプログラムとし

て客観的に捉え，その結果や効果を評価し，活

動の質向上につなげるための方法論を身につ

けるという目的のもと開講された。講義の前半

ではテキスト『プログラム評価：対人・コミュ

ニティの援助の質を高めるために（ワードマッ

プ）』（安田節之，新曜社，2011 年）を使用し，

プログラム評価の目的やプログラムを客観

化・可視化する手順を先生に解説していただく

とともに，内容の疑問点を出し合い活発な議論

が行われた。さらに，それらを実際に受講者

各々が関わる実践に適用した。特に受講者の専

攻が多様だったこともあり，様々な視点から活

発な議論がなされた。最終的には，プログラム

評価の手順にしたがってテクニカルレポート

を作成した。プログラム評価の技法は，説明責

任の必要性のみならず，実践に対する科学的知

見の活用，またフィールドでのコンサルテーシ

ョンの視点からも重要であろう。 
 
【図書館情報学研究方法論】担当：教授・影浦

峡 
本ゼミでは，各受講生がそれぞれの関心に応

じて投稿論文を執筆することを目的に掲げ，学

術研究を行うために必要とされる基本的な手

順とスキルを，具体的な行為のレベルまでを含

めて学んだ。毎週進捗に合わせて課される課題

を紹介し，それを参照しながら受講生間で検討

をする形式で行った。検討を行った主な内容は，

(1)発表資料の作成方法，(2)口頭での発表の仕方，

(3)スケジューリング，(4)各受講生の研究の方法

論，(5)先行研究の読み方，(6)章立てである。こ

れらの検討を行う中で，学術的な議論を建設的

にするために従うべき形式・作法についても影

浦教授の指摘を得ながら学んだ。 
 
【文化的多様性と図書館サービス】：担当：非

常勤講師・吉田右子 
 本ゼミでは，利用者の人種，民族，ジェンダ

ー，性的志向，年齢といった多様な文化的背景

に考慮した先進的な実践活動を展開している

公共図書館に焦点を当て，サービスの理念と実

践を概観しながら，マイノリティ集団を対象と

した図書館サービスの現状，課題，可能性を議

論した。北欧の公共図書館を扱った回では，デ

ンマークの公共図書館による難民への支援を

研究している和気尚美さんにお越しいただい

てお話を伺った。ゼミの終盤では，受講生によ

って「State Library of New South Wales」等
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の図書館で行われるサービスや米国図書館協

会（ALA）の「Challenged Books」等に挙げら

れたマイノリティを扱った本について発表が

行われ，議論がかわされた。 
 
【図書館情報学理論研究】：担当：非常勤講師・

吉田右子 
本ゼミでは，テキスト『図書館倫理 サービ

ス・アクセス・関心の対立・秘密性』（ジーン・

L・プリアー著 川崎良孝・久野和子・桑原千

幸・福井祐介訳 京都図書館情報学研究会発行 

日本図書館協会発売 2011）に従って，参加院

生が章ごとに要約・紹介する形で進められた。

最初にアメリカの図書館情報専門職の歴史と

図書館倫理に関わるアメリカのさまざまな倫

理綱領，声明等を学ぶことからはじまり，「2 章 

サービス：提供者」「3 章 サービス：対象者」

「4 章 アクセス：情報」「5 章 アクセス：形

態」「7 章 関心の対立：金銭」「8 章 秘密性」

「9 章 将来」を院生が担当，そのつど質問・

議論等を行った。参加院生は一人が 2 つの章を

担当，ゼミの終盤では本のなかに収められた実

例を各自一つ選び，実例で紹介された英文文献

を読んで報告，検討した。アメリカの図書館事

情について理解を深めるとともに，日本の図書

館のあり方について考察した。 
 
【ウェブ情報処理】：担当：非常勤講師・藤井

敦 
講義と実習を通して，ウェブ情報処理におけ

る「情報検索」の理論と技術を習得した。講義

パートでは，情報検索の基本事項（定義，構成

要素，情報要求との関係）の確認から始まり，

形態素解析，索引語重み付け，検索アルゴリズ

ム，フィードバックなどについてオーソドック

スな理論・手法を具体例とともに概観した。実

習パートでは，講義内容を踏まえて，実際に簡

易的な情報検索システムを実装した。プログラ

ミング言語 Perl を使い，索引語抽出，接辞処理，

不要語削除，索引語重み付け（TF-IDF 法），文

書スコア計算といった機能を組み込み，XML
形式のテキストファイルと検索クエリを処理

した。実際に手を動かし検索システムを作るこ

とで，講義内容の理解が一層深まった。また本

ゼミで学んだ理論・技術は，情報検索のみなら

ず，分類・テキストマイニング等，他の様々な

研究分野にも応用できるだろう。 
 

【情報媒体構造論】担当：教授・影浦峡 
2014 年度冬学期開講，影浦教授の授業とし

ては初の試みとして，教育学部開講の「情報組

織論演習」と合併して行われた。したがって授

業内容としては司書科目の「情報資源組織論演

習」に属する図書館の分類法などを扱うが，そ

もそも人間の営為としての「分類」について考

察を深めるかたちで設計されている。曰く「凡

そ考えることそのものを可能にする<それ>の
側に属する分類法と，考えられることを前提と

してある対象を理解するために用いられる分

類法」について，それぞれに注意を払う。教材

は主に図書館が用いる分類法の英語教科書で，

適宜日本語の資料が配布される。影浦教授によ

る導入の解説と，その後の文献購読および受講

者への質問で授業は進行し，折に触れ小テスト

が実施される。出席者は 30 名程度で，院生が 2
割程度，残りは学部生である。 

 
【図書館情報学総合研究】担当：教授・影浦峡 

【図書館情報学論文指導】担当：教授・根本彰，

教授・影浦峡 
 大学院生は年間を通して指導教員のもとで

各自の研究を進めながら，通称「総合ゼミ」と

呼ばれる進捗状況を報告し議論するゼミに参

加する。総合ゼミは毎月 1〜2 回開かれ，夏学

期・冬学期ともに各学生 1 回以上の発表の機会

が設けられている。修士課程 1 年生は，卒業研

究の内容報告や修士論文のテーマ決めを行う。

修士課程 2 年生は，修士論文の進捗報告が中心

である。博士課程は，博士論文の進捗報告に加

えて，学会発表の予行練習や投稿論文の検討を

行う。本ゼミの特徴は，内容面での議論のみな

らず，発表形式や配布資料の構成と体裁，スケ

ジュールの立て方など研究遂行に関わる多面

的な議論・アドバイスがなされる点である。本

年度の発表テーマは，計量情報学，学校図書館，

図書推薦，情報探索行動，百科事典，機械翻訳

など多岐にわたっていた。また 9月及び 2月（予

定）には，筑波大学吉田右子教授の研究室との

合同ゼミを開催し，両研究室から数名ずつ研究

内容を発表する中で，活発な議論及び交流を行

った。 
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2014 年度 個人研究活動報告 
 
（図書館情報学研究室 特任研究員） 

〔浅石卓真〕 

本年度から特任研究員に着任しました。主な活

動としては，科学研究費補助金（基盤研究（A））

「図書館情報学教育を高度化するための研究基盤

形成」の下，2010年度～2013年度に実施された図

書館情報学検定試験の報告書をとりまとめ，その

一部は第 62 回日本図書館情報学会研究大会で発

表しました。個人研究では，科学研究費補助金（研

究活動スタート支援） 「教科書における知識の展

開過程を反映したテキストの計量言語学的分析」

の助成を受け，教科書を読み進めていく過程に対

応したテキストの時系列的な特徴を分析していま

す。この成果を含めた博士論文は現在第２稿を執

筆中です。その他「学校図書館における計量書誌

学的データとその活用可能性」という論文が『情

報の科学と技術』に掲載されたほか，学校図書館

関連の共同研究が『生涯学習基盤経営研究』に掲

載されました。教育活動としては，相模女子大学，

十文字学園女子大学，東洋英和女学院大学でそれ

ぞれ「図書館情報技術論」「学校経営と学校図書館」

「情報サービス演習」の科目の非常勤講師を務め

ました。 

 

（図書館情報学研究室 博士課程） 

〔松田ユリ子〕 

今年も引き続き，「場所としての学校図書館」を

テーマとする博士論文のための研究を行いました。

9 月にコースのワンデーセミナーで発表を行い，

多くの貴重なコメントをいただきました。関連し

て，昨年度のコース紀要に掲載された共著論文「高

校生の潜在的ニーズを顕在化させる学校図書館で

の交流相談-普通科課題集中校における実践的フ

ィールドワーク-」を元に，8月リヨンで開かれた

IFLA においてポスター発表を行いました。また，

今年度の教育学研究科紀要に筆頭共著論文「学力

下位校における『探究学習』の事例的研究：学習

意欲に着目して」が掲載予定です。その他，共著

書『学生のレポート・論文トレーニング-スキルを

学ぶ 21のワーク』の改訂版を実教出版から上梓し

ました。 

 

〔崔英姫〕 

戦後日本の中等教育における探究学習の展開に

ついて，教授・学習方法の理論および実践の変遷

に着目し，博士課程の研究をすすめている。本年

度は，戦後日本の中等教育史において探究学習が

初めて強調されたと知られている昭和 40 年代の

学習指導要領と教育的実践を中心に，研究を行っ

てきた。この研究成果の一部は，「日本の中等教育

における探究学習の展開―1960 年代後半～1970

年代にかけての教育的実践を中心に―」として，

2014 年度 6 月日本カリキュラム学会で発表した。

また，これをベースにして，次の 3点に焦点を当

て，投稿論文を執筆している。1 つ目に，日本で

初めて「探究学習」の実践研究が行われた 1964

年以来の藤枝市立西益津中学校における探究学習

の実践研究と，2 つ目に，シュワブの探究学習論

の受容以来，1960年代末から理科を中心に進めら

れた実践的模索，3つ目に，1970年代からの社会

科探究学習実践の新たな展開である。 

 

〔井田浩之〕 

本年度の活動は大別して二つある。一つは，東

京大学大学院教育学研究科附属学校教育高度化セ

ンターの研究プロジェクトで，「「21世紀型スキル」

をめぐる理論と実践に関する研究－協調学習を実

践する教師の振り返りから－」を発表した。協調

学習という新しい学習方法が教育の現場にどのよ

うに受容されていくのか。各種資質能力の検討と

教師の語りを分析した。もう一つは，個人研究と

して，「大学生を対象とした情報リテラシー教育」

の理論化を行うべく，依拠できる理論的枠組みの

検討を継続している。現在のところ文化研究，社

会理論の結節点に，それを位置付ける萌芽が見え

つつある。テクノロジーの進展によるテクストの

性質，学習者（読者）・テクストの著者の位置付け，

学習者によりアウトプットされる成果。さらには

構築される学問の世界はどうなるのか。以上を視

野において，博士論文執筆資格審査に向けたペー

パーを 2015年夏に提出予定である。 

 

〔高橋恵美子〕 

 本年度は博士論文執筆のための研究活動が中心

となった。修士論文で扱いきれなかった小中学校

司書の実践やブックトークなどの実践に関する文

献調査を中心に行った。高校に比べて小中学校の

学校司書は制度化の遅れもあり，実践が出てくる

のは 1990年代半ばに入ってからである。また学校

司書配置が実現するのは各地の市民・住民による
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学校図書館充実運動によるもので，その点に特徴

がある。小中学校司書は，高校と比べると非正規

職員の割合が多く有資格者の割合も低いが，そう

した悪条件の中，特に小学校において学校司書の

役割認知を広めてきている。また全国 SLA機関誌

『学校図書館』に掲載されている図書館実践の記

事から，実践内容と職員制度との関連を明らかに

すべく，2003年４月以降の司書教諭・教諭・学校

司書の実践の分析に着手した。さらに根本先生ご

退官記念出版司書教諭課程班の一員として，司書

教諭養成関係資料及び年表作成作業を行った。 

  

〔宮田玲〕 

今年度は博士課程に進学し，昨年度に引き続き，

自治体文書を対象とした機械翻訳の研究を進めま

した。成果の一部は 2014年 3月の言語処理学会第

20回年次大会にて報告しました。また昨年度執筆

した修士論文が，6 月にアジア太平洋機械翻訳協

会の第 1 回 AAMT 長尾賞学生奨励賞に選ばれ，

AAMTJournal に「自治体文書の多言語化を支援す

る枠組みとシステム環境の研究」という題目で論

文を寄稿しました。10〜12月には，オーストラリ

ア連邦科学産業研究機構・上級主任研究員の

Cécile Paris氏を招聘し，博士研究に関連したテ

ーマで共同研究を進め，その成果は 12月に開催さ

れたミニセミナーにて発表しました。ドイツ・チ

ュービンゲン大学と進めている共同研究では，3

月に開催された国際会議 APCLC2014 にて，“The 

Use of Corpus Evidence and Human Introspection 

to Create Idiom Variations”という題目で発表

しました。また今年度より，学校図書館による教

員への図書推薦を支援するシステムに関する共同

研究を開始しました。 

 

（図書館情報学研究室 修士課程） 

〔松田めぐみ〕 

本年度は，修士論文「司書教諭と学校司書によ

る教員への支援の実態－実践報告にあらわれる支

援内容の分析－」を執筆しました。修士論文では，

今後の司書教諭や学校司書の資格や養成を検討す

るための材料とするために，政府の方針や先行研

究が示す支援内容をまとめた上で，政府の方針や

先行研究において示されていない先進的な支援内

容を明らかにしました。先進的な支援内容を明ら

かにするために，実践報告が掲載された代表的な

雑誌 2誌の記事を対象に文献調査を行いました。

さらにインタビュー調査によって雑誌 2誌の編集

方針を明らかにし，2 誌がどのような集団を代表

しているかをより詳しく示しました。次年度から

は，修士論文をはじめとする大学院での研究を学

校現場で活かしていきたいと考えています。 

 

〔矢田 竣太郎〕 

2014年度より本コース修士課程に進学し，図書

館情報学研究室に配属たまわった。卒業論文から

継続・延長したテーマである『オンラインを介し

て「前読書家」の読書を触発する方式・環境の開

発』を修士論文で取り組む。4 月に日本図書館情

報 学 会 研 究 集 会 ， 11 月 に  International 

Conference on Asia-Pacific Digital Libraries 

で当該研究の進捗を発表（それぞれ口頭発表，ポ

スター発表）した。特に後者の学会準備にあって

は当研究室に 10月より招致（博士課程の宮田玲氏

による）された Cecile Paris 先生に多くの助言

をいただき， Paris 先生の研究交流に同伴して 

NII や IBM へ伺って有意義な研究上の示唆を得

た。また夏から NII の阿辺川武氏の指導を受けつ

つ Webcat Plus にまつわる研究補助作業をさせ

ていただいているほか，学校図書館職員向け支援

システムに関する研究（宮田氏，浅石卓真特任研

究員と共同）にも参加している。 

 

〔高浪雅洋〕 

本年度は，学部での卒業研究（『公共図書館にお

けるまちづくりの実践』）を振り返るとともに，学

術研究を行うにあたり身につけておくべきと考え

られる知識や技能について検討し，知識や技能を

用いて考えるということを中心に取り組みました。

前期は，人文科学・社会科学・図書館情報学分野

における，理論的な枠組みや研究方法論，論文執

筆法について学びました。後期は，図書館の理念

と歴史という観点から，図書館情報専門職および

図書館サービス・情報アクセスに関する文化的な

特質等について学びました。また,根本彰先生著

『図書館情報専門職の教育の形成過程（仮題）』内

の司書・司書補講習および司書教諭講習の実績デ

ータと，司書養成および司書養成テキストの分析

における一部の執筆を担当し，3 月にミネルヴァ

書房より刊行となりました。今後は，修士論文執

筆に向けて引き続き基本文献の収集を行い，リサ

ーチ・クエスチョンを設定するとともに，具体的

な研究手法について検討していきたいと考えてい
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ます。 

 

〔山田翔平〕 

 本年度より図書館情報学研究室の修士課程に入

学しました。百科事典とその電子化に関心を持ち，

具体的な修士論文のテーマを定めるために，関連

する文献を読むことに力を入れました。また，自

分の研究を進めること以外に，図書館情報学分野

の研究者として基本的な知識・技術を身につける

ため，以下の 2つのことにも取り組みました。 

 (1) 図書メディアの形態・様式についての実証

的研究 : 東洋大学の戸田先生らとの共同研究で，

戦後のベストセラー図書の文字記号の配置の経年

的変化を実証的に示す研究を行い，日本図書館情

報学会において発表を行いました。 

 (2) 勉強会・読書会への参加 : 今後の研究の手

段として身につけておくべき，機械学習とプログ

ラミングの勉強会に参加しました。読書会ではフ

ーコーの『言葉と物』を扱い，知識を扱う研究を

行うための素地を鍛えました。 

 

（社会教育学・生涯学習論研究室 特任助教） 

〔古壕典洋〕 

・「ネクスファワークショップ実施報告」の執筆と

編集 

・「高柳キッズセミナー2014 実施報告」の執筆と

編集 

・「ものラボワークショップin高山2014実施報告」 

・『当事者になり続けるということ―内灘町公民館調

査報告 2』（学習基盤社会研究・調査モノグラフ 6）

の執筆と編集 

・『ものづくりを通じた新しいコミュニティのデザイ

ン―MONO-LAB-JAPAN の活動を中心に』（学習基盤

社会研究・調査モノグラフ 7）の執筆 

 

（社会教育学・生涯学習論研究室 博士課程） 

〔豊田香〕 

 2014 年 1 月から 12 月までの研究活動は，以下

の通りです。 

１．論文（投稿中） 

「職業的アイデンティティの危機解決とそのプロ

セス―専門職大学院ビジネススクールの事例から」

（投稿・修正中：発達心理学研究） 

「キャリア自律におけるキャリア開発行動が職業

的自己概念を発現させる準拠枠に与える影響―専

門職大学院ビジネススクールの入学生群・修了生

群・修了社会人群の自尊感情に着目して」（投稿

中：人材育成研究） 

２．学会発表 

・日本パーソナリティ心理学会第 23回大会：山梨

大学（単）登壇者『ビジネス研修における TEA図

を用いたキャリアデザイン―開放型時間的展望学

習の開発と実践』 

・日本質的心理学会第 11回大会：松山大学（単）

登壇者『専門職大学院ビジネススクールの学びに

より変容する経営実践―職業的アイデンティティ

の変容を可視化する試み』 

・人材育成学会第 12回年次大会：明治大学（単）

登壇者『専門職大学院ビジネススクールにおける

キャリア開発行動がもたらす職業的自己概念を発

現させる準拠枠の変容―入学生群・修了生群・修

了社会人群の自尊感情に着目して』 

３．実践活動 

・東海大学非常勤講師として、「異文化コミュニケ

ーション」科目を担当。大学 3，4年生を対象に，

成人学習理論に基づく異文化教育・対人関係構築

のためのアサーション訓練などを実践している。 

・ビジネスマン対象に，ＴＥＡ理論を枠組みとし

た，成人学習理論に基づくキャリアデザインセミ

ナーを 3月と 9月に実施。キャリアを振り返り，

未来展望を得る時間的展望学習のプログラム開発

を実践検証している。 

 

〔中村由香〕 

 本年度行った研究は，以下の通りです。 

【論文】「育児期女性の社会的ネットワークの現状

と規定要因：KJ法による先行研究の整理を通じて」

『生涯学習基盤経営研究』第 39 号，2015 年 3 月

発行予定. 

【報告書】「調査方法について」「向粟崎地区での

ワークショップ」（家保咲希・大山宏・金宝藍・古

壕典洋・三山雄大と共著）東京大学大学院教育学

研究科社会教育学・生涯学習論研究室 内灘町社会

教育調査チーム『当事者になり続けるというこ

と：内灘町公民館調査報告 2（学習基盤社会研究・

調査モノグラフ 第 6号）』2014年 11月，pp.8-9，

pp.71-92. 

【学術雑誌における解説・総説】「公民館研究の動

向」（中川友理絵・西川昇吾・松尾有美・荻野亮吾

と共著）『日本公民館学会年報』第 11号，2014年

12月，pp.173-178. 

【学会発表】「女性の学習における社会的ネットワ
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ークの位置づけに関する検討」日本社会教育学会

第 61回大会、2014年 9月. 

【学会発表】「住民の社会参加と地域活動に関する

調査研究：長野県飯田市千代地区・東野地区を対

象とした『地域社会への参加に関するアンケート

調査』の分析」（牧野篤・李正連・新藤浩伸・荻野

亮吾・侯婷婷・大山宏・中川友理絵・相良好美・

西川昇吾・松田弥花・松尾有美と共同）日本公民

館学会第 13回研究大会、2014年 12月. 

 

〔侯婷婷〕 

本年度は，主に以下の研究活動を行った。 

「個人研究」 

今年から，「農民工子女教育」に関連する多分野

の知識を網羅的に勉強し，問題関心を絞り出すこ

とに力を入れた。また，上海市の民営農民工子女

学校をめぐる施策の実態に着目し，近年の変容や

問題点を分析するものとして，論文「中国におけ

る民営農民工子女学校に関する政策の展開と実施

－上海市の事例を中心に－」を執筆した。それか

ら，人権教育関連の一般書『グローバル社会と人

権問題－人権保障と共生社会の構築に向けて』を

分担執筆した。 

「共同研究」 

飯田調査に参加し，二つの地域の住民を対象と

するアンケート調査のデータ分析に関わった。分

析結果は，日本公民館学会第 13回研究大会で報告

された。また，研究室のプロジェクト「岡さんの

いえ」では，研究室主催のイベントをはじめ，多

種多様な地域活動に参加した。地域の人々と交流

することで，自らの問題関心が広がったように感

じている。 

 

〔園部友里恵〕 

1．論文等 

・「高齢者の演劇活動の展開：活動のねらいに着目

した新聞記事の分析から」（『演劇学論集：日本演

劇学会紀要』60、2015（査読有、最終校正中）） 

・「聞き書きが紡ぐ「ことば」のアーカイブ」（世

田谷パブリックシアター編『CarroMag.』4、2015

（印刷中）） 

・「被災地としての大槌町、大槌町としての大槌

町」（東京大学教育学部社会教育学研究室大槌町

訪問チーム『わたしの大槌物語：東大生が紡ぐお

ばあちゃんの物語』2014、p.12-58） 

2．学会発表 

・「インプロを活用した高齢者の学習に関する一

考察」日本教育工学会研究会 2014年度⑤ 

・「公共劇場が「聞き書き」をおこなう意義：世田

谷パブリックシアター「世田谷のこえ アーカイブ

プロジェクト」を事例として」日本演劇学会 2014

年度秋の研究集会 

・「高齢者の演劇活動の展開：高齢者の身体に着目

して」日本社会教育学会第 61回研究大会 

・「高齢者の学習と身体に関する一考察：〈老い衰

えゆく〉人々の活動から」日本教育学会第 73回大

会 

・ Yurie SONOBE, Hiroyuki FUKUDA, “ Is 

Improvisational Theatre Really Improvised? : 

The Inherent Structure in Improvised 

Performances”  XVIII ISA WORLD CONGRESS of 

SOCIOLOGY（査読有） 

 

〔中川友理絵〕 

 2014年度の研究活動は以下の通りです。 

・学会活動（共同） 

「ESD と社会教育を巡る論点の整理」日本社会教

育学会６月集会ラウンドテーブル，2014 年 6 月，

神奈川大学 

「社会教育における ESD研究の可能性」 日本社会

教育学会第 61回研究大会ラウンドテーブル，2014

年 9月，福井大学 

「住民の社会参加と地域活動に関する調査研究―

長野県飯田市千代地区・東野地区を対象とした「地

域社会への参加に関するアンケート調査」の分析

―」日本公民館学会第 13回研究大会，2014年 12

月，木更津市立中央公民館 

・報告書（共同） 

「公民館研究の動向」『日本公民館学会年報』第

11号，2014年 11月，pp.173-178 

「第 11 分科会山中湖情報創造館のあゆみと住民

の学習」『第 54回社会教育研究全国集会（山中湖

集会）報告書』社会教育推進全国協議会，2014年

11月，pp.56-58 

・調査活動 

個人研究として，北九州市立美術館，世田谷美術

館におけるインタビュー調査。 

共同研究として，世田谷区地域 共生のいえ「岡さ

んのいえ TOMO」における餃子パーティーや映画カ

フェの企画，運営等。また，キッザニアにおける

子どもの参与観察調査（報告書執筆中）。 
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〔金宝藍〕 

 本年度の研究・活動内容は以下の通りです。 

１．研究報告 

①「地域コミュニティにおける『市民的リテラシ

ー』形成過程に関する一考察」 日本社会教育学会

第 61 回研究大会(自由研究発表),2014 年 9 月 27

日． 

②「社会と学びの再構成原理としての ESDを考え

る－韓国の草の根運動の実践から」日本社会教育

学会第61回研究大会(ラウンドテーブル),2014年

9月 28日． 

③「『持続可能な社会教育』の創造に向かう自己教

育実践－エネルギー自立マウル運動の事例を手掛

かりに」第 6回日韓学術交流研究大会(地域づくり

と社会教育),2014年 11月 30日． 

④「マウル市民運動から生まれる『市民的リテラ

シー』の形成」,現代韓国研究センター学術ワーク

ショップ,2014年 12月 20日． 

２．報告書 

①東京大学大学院教育学研究科社会教育学・生涯

学習論研究室 内灘町社会教育調査チーム『当事者

になり続けるということ(学習基盤社会研究・調査

モノグラフ)』第6号,2014年11月， pp.56-59,pp.67-69. 

②呉世蓮,金宝藍,郭珍榮,松尾有美「韓国の平生教

育・この 1年」『東アジア社会教育研究』19号,2014

年 9月,pp.74-88. 

３．活動 

①研究室院生共同プロジェットとして「街 ing本

郷・本郷百貨店」への参加 

②ソウル市・蘆原区, 銅雀区を活動基盤としてい

る地域の方々への聞き取り調査 

③定例研究会への参加(「社会教育としての ESD」,

「韓国生涯学習フォーラム」) 

 

〔大山宏〕 

 本年度行った研究活動は，以下の通りである。 

１．研究ノート 

・「小平市における青年集団の役割とその変遷 —

戦中・戦後初期を中心として—」『生涯学習基盤経

営研究』第 39号掲載予定 

２．報告書 

・東京大学大学院教育学研究科社会教育学・生涯

学習論研究室 内灘町社会教育調査チーム『当事

者になり続けるということ―内灘町公民館調査

報告 2―』（学習基盤社会研究・調査モノグラフ

第 6 号 ） 2014,pp.12-15 （ 三 山 雄 大 と 共

著）,35-38,75-78,93-98（古壕典洋・牧野篤と共

著）,126-129（相良好美・家保咲希と共著） 

・東京大学大学院教育学研究科社会教育学・生涯

学習論研究室 東京大学生涯学習論研究室

MONO-LAB-JAPANプロジェクト『ものづくりを通じ

た 新 し い コ ミ ュ ニ テ ィ の デ ザ イ ン ―

MONO-LAB-JAPAN の活動を中心に―』（学習基盤社

会研究・調査モノグラフ第 7号）2014,pp.211-214

（相良好美・家保咲希と共著） 

３．学会発表等 

・「子ども・若者支援における業務と関連資格―そ

の要件・業務内容・養成方法―」日本社会教育学

会六月集会,2014年 6月 

・「若者による居場所づくりの意義と課題」日本社

会教育学会第 61回大会，2014年 9月 

・「「自立」の 4側面の再構築と専門職養成・研修

の論点整理 「自立」概念に関する先行研究の整

理」日本社会教育学会プロジェクト研究「子ども・

若者支援専門職の必要性と資質に関する研究」第

3回定例研究会,2014年 11月（生田周二と共同発

表） 

・「住民の社会参加と地域活動に関する調査研究—

長野県飯田市千代地区・東野地区を対象とした「地

域社会への参加に関するアンケート調査」の分析—」

日本公民館学会第 13回研究大会,2014年 12月（牧

野篤,李正連,新藤浩伸,荻野亮吾,侯婷婷,中村由

香,中川友理絵,相良好美,西川昇吾,松田弥花,松

尾有美と共同発表） 

４．その他 

 昨年度から引き続き石川県内灘町の公民館調査

に参加し，ワークショップを行った他，長野県飯

田市で行われた住民に対するアンケート調査にも

関わり，公民館の利用実態について分析を行った。

飯田市の調査結果は日本公民館学会第 13 回研究

大会にて報告している。また，東京都世田谷区の

「岡さんのいえ TOMO」に関わり，地域住民や中高

生を対象とした企画を数回行っている。この他，

昨年度から行っていた世田谷区における中高生支

援事業の検証作業の結果は，「中高生世代活動支援

モデル事業検証報告書」としてまとめられ，事業

の運営主体であった NPO法人せたがやっこ参画推

進パートナーズから公開されている。 

 

〔山口香苗〕 

2013年 9月から台湾師範大学に留学中。 

・山口香苗「台北市における学習を核とした都市
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づくり：学習都市の形成に向けて」『東アジア社会

教育研究』第 19号、2014年、pp.31-42。 

・山口香苗「台湾の生涯学習この１年：終身学習

法修正を中心に」『東アジア社会教育研究』第 19

号、2014年、pp.139-149。 

 

〔相良好美〕 

 本年度に行った研究活動は以下の通りです。 

（報告書・分担執筆）『当事者になり続けるという

こと―内灘町公民館調査報告２－』（学習基盤社会

研究・調査モノグラフ６）,2014 年 11 月。『もの

づくり を通じた新しいコミュニティのデザイン

―MONO-LAB-JAPAN の活動を中心に―』（学習基盤

社会研究・調査モノグラフ７）, 2014年 12月。 

（学会発表・単独）「ニューカマー青年の時間的展

望についての一考察」第 61回 日本社会教育学会

研究大会，2014年 9月。 

（研究発表・共同）「現代社会を生きる青年たちの

自己形成をめぐる発達課題及び有効な援助形態に

関する探索的研究」（研究代表者：張愛子）東京学

芸大学大学院連合学校教育学研究科 第 11回研究

討論会, 2014年 12月。 

（その他の研究活動）① 東京大学大学発教育支援

コンソーシアム推進機構 『高等学校における「多

様な学習成果の評価手法に関する調査研究」』リサ

ーチ・アシスタント（2014 年 7 月〜）② 日本社

会教育学会 研究担当幹事（プロジェクト研究「社

会教育研究における方法論の検討」担当，2013年

12月〜） 

 

〔杉浦ちなみ〕 

博士課程に進学しました。本年度も奄美大島で

のフィールドワークを続け, しまうたの伝承活動

の調査を行いました。その一環として, ①修士論

文での研究を, 日本社会教育学会研究大会（9月）

で報告しました（題目：「奄美大島の集落行事とし

ての八月踊りに見る表現・文化活動の意味」）。②

学校教育高度化センター2014 年度若手研究者育

成プログラム「グローバル時代の学校教育」では, 

学校教育における地域文化の伝承活動も視野に入

れて, 日常生活や教育システム全体のなかで地域

文化をとらえようと試みています。12月に学内で

の中間報告会を行い, 3 月にストックホルム大学

で最終報告会を行う予定です（執筆時現在）。③学

外活動として「三鷹市民との集い」（12 月）でポ

スター発表を行いました（題目：「奄美大島のしま

うた文化」）。 

このほか, 共同研究として, 学外の地域文化研

究会で「常民大学の総合的研究」というテーマに

取り組んでいます。昨年度に引き続き, 新藤講師

のもと, 翻訳活動にも取り組みました。 

 

〔西川昇吾〕 

 本年度行った研究は，以下の通りです。 

【研究ノート】「社会教育学における労働の再検討」

『生涯学習基盤経営研究』第 39 号，2015 年 3 月

発行予定. 

【学術雑誌における解説・総説】「公民館研究の動

向」（中川友理絵・松尾有美・中村由香・荻野亮吾

と共著）『日本公民館学会年報』第 11号，2014年

12月，pp.173-178. 

【学会発表】「住民の社会参加と地域活動に関する

調査研究：長野県飯田市千代地区・東野地区を対

象とした『地域社会への参加に関するアンケート

調査』の分析」（牧野篤・李正連・新藤浩伸・荻野

亮吾・侯婷婷・中村由香・大山宏・中川友理絵・

相良好美・松田弥花・松尾有美と共同）日本公民

館学会第 13回研究大会，2014年 12月. 

【その他】院生プロジェクト研究として，東京都

世田谷区の「岡さんのいえ TOMO」に関わり，地域

住民を対象とした企画を数回行った。 

 

（社会教育学・生涯学習論研究室 修士課程） 

〔松田弥花〕 

 前期では主に，長野県飯田市と石川県内灘町の

公民館調査共同研究にメンバーとして参加させて

頂き，量的な調査手法やワークショップの手法に

ついて学んだ。また，夏期休暇に千葉県柏市との

共同企画である「キッズセミナー」にネイルアー

トの講師として参加させて頂き，子どもたちと共

に作業を行った。さらに，院生主導によるプロジ

ェクトとして「NPO 法人 街 ing 本郷」の活動に

参加した。 

 後期は，修士論文に集中し，『スウェーデンの

Socialpedagogik に関する研究―民衆大学におけ

る「教育福祉」的実践を対象に―』という題目で

執筆した。ソーシャルワークの一部として認識さ

れがちな Socialpedagogikの独自の機能を明らか

にするため，民衆大学における教育福祉的な機能

に着目し Socialpedagogikが有する幅広い概念に

ついて考察した。 

 また，通年で生涯学習基本・特殊研究ゼミに参
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加し，社会教育学に関する文献講読を通し知識を

深めた。社会教育学領域における近年の研究動向

や海外の動向について学ぶことができた。 

 

〔浦綾乃〕 

 今年度は修士論文「地域文化財保護活動と地域

社会―湯ノ山明神旧湯治場保護活動をめぐる諸関

係の考察を通して―」が研究の中心となった。所

属する日本温泉文化研究会のサポートで，広島県

広島市佐伯区湯来町にある湯の山温泉の文化財保

護活動を観察するとともに，ワークショップ・イ

ンタビューを通して湯ノ山明神社氏子の方々を中

心にお話を伺い，地域文化財という場の特性と保

護活動のありかたについて考えた。 

昨年度から続いて，石川県内灘町の公民館調査

にも参加した。公民館主事の方々や地域の方々と

ともにワークショップを行い，その内容について

報告書を執筆した。また，千葉県柏市での高柳キ

ッズセミナーで中川友里絵さんとともに講座を持

ち，「高柳キッズセミナー2014 実施報告」におい

て，2人で「東大生の寺子屋」（pp.9-13.）にまと

めた。このほか，お手伝いという形で，柏市くる

るセミナーやモノラボ高山ワークショップに参加

する機会をいただいた。 

 

〔三山雄大〕 

本年度は，修士論文「「郊外化」地域における住

民組織の形成と活動に関する研究―千葉県柏市高

柳地区おやじの会の成員の意識に着目して―」の

執筆を中心に研究を進めた。参与観察を行う一方

で，住民，小学校の教員，行政・社協の職員らに

インタビューを重ねた。ここで得られたデータを

もとに，高柳地区の地域活動，特に高柳小おやじ

の会の活動について，その形成過程やそこに関わ

る人々の意識を明らかにした。さらに，この作業

を通じ，従来，均質的で住みづらいものとして捉

えられてきた「郊外」が本来持っている可能性を

明らかにした。高柳では，多様な「郊外住民」が，

学校や子どもを核に，それぞれの能力やノウハウ，

文化や経験を持ちよるなかで新たな文化が生まれ

ており，そこに「郊外」の可能性が見出されたと

いえる。 

 また，修士論文の執筆以外では，内灘での共同

調査に参加し公民館の可能性について考えたほか，

「東大キッズセミナー」や「柏くるるセミナー」

の運営にも関わり様々な年齢層の学びの場につい

て考えた。 

 

〔家保咲希〕 

 本年度は主に修士論文「趣味としてのアイドル

ファンとつながりの形成-ジャニーズファンコミ

ュニティの検討を通して-」の執筆に取り組んだ一

年でした。修士論文では，アイドルファンコミュ

ニティに着目し主にインタビュー調査を行いまし

た。そして，彼女達の形成する関係性が，血縁や

地縁が希薄化する現代社会における新たなつなが

りの可能性になりうるのではないかと結論付けま

した。 

 研究室の共同調査に関しては前年度に引き続き

内灘地域における公民館調査に参加し，ワークシ

ョップ運営に関与するとともに報告書執筆に関わ

りました。また院生プロジェクトでは，街 ing本

郷に関わり、防災セミナー等に参加しました。 

 次年度からは研究室を離れますが，社会教育学

研究室で学んだことを活かしていけるよう，日々

努力していきます。 

 

〔堀本暁洋〕 

2014年 4月に修士課程に進学し，本年度はゼミ

や講義で社会教育学研究の方法論や枠組み，基本

的な視点について学びつつ，修士論文執筆の準備

を進めた。個人研究のテーマとしては特に公共ホ

ール施設と地域とのかかわりに関心を持っており，

テーマ明確化のために先行研究にあたったほか，

ホール施設の運営に携わっていらっしゃる方にお

話を伺うなど，関心を深めた。そのほか，本年度

は以下のような活動を行った。①社会教育学演習

（学部）の一環のフィールドワークに参加し，長

野県飯田市の文化活動について調査，報告書執筆

を行った。②NPO法人街ing本郷の活動に参加し，

また同 NPO内「ひとつ屋根の下プロジェクト」の

メンバーに加わった。③新藤講師のもと，生涯学

習・文化に関する海外文献の翻訳に取り組んだ。

④地域文化研究会における，常民大学の活動に関

する共同研究に参加し，鎌倉柳田学舎（神奈川県

鎌倉市）への調査を行っている。 

 

〔藤倉皓一郎〕 

本年度の 4月より修士課程に入学した。ゼミで

は社会教育学研究を行う基本的な視点や枠組み，

方法論を学び，他コースの授業で他分野と比較し

て社会教育学の特徴やそこへの示唆を学びながら，
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修士論文の準備を行なっている。いま行っている

ことは主に 4つである。思考基盤の拡大，知識の

拡大，研究視角・研究方法の検討，フィールドで

の実践である。特にフィールドと研究をいかにし

てつなげていくかということが課題である。この

研究室の最大の特徴としては，「現場」の実践に直

接関与しながら研究を行うことであると考えてい

る。それは，現場との関係を築き，いかに研究に

していくか，いかに研究者としてのスタンスや研

究視角を築くかである。本年度は，実践としては，

学部ゼミでの飯田市へのフィールドワーク，院生

プロジェクトでの街 ing本郷の活動，特に「ひと

つ屋根の下プロジェクト」の活動を行った。 

 

〔付雨菲〕 

 今年度は授業の一環として，夏休み期間に飯田

市に行われた実習を参加し，その後にも追加調査

として，飯田住民のボランティア活動の現場に行

き，初めて自分一人で担当したインタビュー調査

を行った。 

 研究室の共同研究として，今年は NPO法人「街

ing 本郷」の活動の現場に実際に入り，そこに行

われている住民の取り組みおよび学生の動きなど

を近くで見ることができた。また，「岡さんのいえ」

という異なる形の地域のスペースにも，イベント

を参加させていただき，地域コミュニティ・多世

代交流について，興味深い示唆を与えてくれた。

そして，初めて内灘町に訪れ，前年度 WSの報告会

に参加した。 

 個人研究では，もともと研究対象としての「中

国の青少年」を今日の社会背景のなかにその「学

び」についての意識・実践をより適切に分析する

ために，社会構造の変容をもっと広い視野で収め，

身近な人と事例から少し疑問を交えながら観察を

心がけている。 

 

〔松尾有美〕 

本年度の活動は以下のようである。 

＜執筆＞ 

１．昨年度提出した卒業論文での事例調査・報告

部分を加筆修正し，『岐阜大学総合情報メディア

センター生涯学習システム開発研究』に掲載され

た。「韓国における「ドリームスタート」事業の現

状と課題」（2014，益川浩一，森田政裕と共同執筆），

「韓国ソウルにおける「マウル共同体総合支援セ

ンター」の現状と課題」（2014，森田政裕，益川浩

一と共同執筆） 

２．『東アジア社会教育研究 19号』において，「韓

国の平生学習・この 1年」（金宝藍，郭珍榮，呉世

蓮と共同執筆） 

＜翻訳＞ 

１．梁炳贊（韓国公州大学校）「韓国におけるマウ

ルづくりと平生教育の新しい協働の可能性‐「地

域教育共同体」の拡張と進化を中心に‐」第 6回

日韓学術交流研究大会当日資料 

＜共同研究＞ 

１．9 月に学部ゼミの一環で長野県飯田市を訪問

し，公民館活動や住民主体のまちの在り方の理解

を深めた。年度末に報告書を刊行予定である。 

２．長野県飯田市を対象にしたアンケート調査の

分析を行ない，日本公民館学会での発表に至った。

「住民の社会参加と地域活動に関する調査研究—

長野県飯田市千代地区・東野地区を対象とした「地

域社会への参加に関するアンケート調査」の分析—」

日本公民館学会第 13回研究大会,2014年 12月（牧

野篤,李正連,新藤浩伸,荻野亮吾,侯婷婷,中村由

香,大山宏,中川友理絵,相良好美,西川昇吾,松田

弥花,共同発表） 

３．石川県内灘町へ赴き，地域住民と共にこれか

らのまちの未来や公民館の在り方について考える

ワークショップに参加した。 

＜その他＞ 

１．東京都世田谷区の岡さんのいえ TOMOの活動に

関わりつつ，イベントの企画や運営を行なった。

地域住民の方々や，子どもたち，他大学生との交

流を深めた。 

２．岐阜県高山市において，MONO-LAB-JAPANが小

学生向けに行なっているワークショップにスタッ

フとして参加した。 
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学位論文 
 
博士論文 
2014 年 3 月（課程博士） 
河村俊太郎「知識の基盤としての東京帝国大学

図書館システム―蔵書の分析を通して―」 
2014 年 6 月（課程博士） 
荻野亮吾「社会教育とコミュニティの構築に関

する理論的・実証的研究 ―社会教育行政の再

編と社会関係資本の構築過程に着目して―」 
 
修士論文 
2015 年 3 月 
志村瑠璃「利用記録を用いた大学生の文献入手

環境の研究」 
 
松田めぐみ「司書教諭と学校司書による教員へ

の支援の実態―実践報告にあらわれる支援内

容の分析―」 
 
家保咲希「趣味としてのアイドルファンとつな

がりの形成―ジャニーズファンコミュニティ

の検討を通して―」 
 
浦綾乃「地域文化財保護活動と地域社会―湯ノ

山明神旧湯治場保護活動をめぐる諸関係の考

察を通して―」 
 
松田弥花「スウェーデンの Socialpedagogik に

関する研究―民衆大学における「教育福祉」的

実践を対象に―」 
 
三山雄大「「郊外化」地域における住民組織の

形成と活動に関する研究―千葉県柏市高柳地

区おやじの会の成員の意識に着目して―」 
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図書館情報学研究室教員・院生一覧 

 

教授    根 本   彰 

影 浦   峡 

 

客員教授  吉 田 右 子 

 

客員    Anthony Hartley 

 

特任研究員 浅 石 卓 真 

 

博士課程  松 田 ユリ子 

崔   英 姫 

蘇   懿 禎 

村 山   遼 

高 橋 恵美子 

宮 田   玲 

 

修士課程  志 村 瑠 璃 

松 田 めぐみ 

高 浪 雅 洋 

矢 田 竣太郎 

山 田 翔 平 

 

社会教育学・生涯学習論研究室教員・院生一覧 
 

教授    牧 野   篤 

 

准教授   李   正 連 

 

講師    新 藤 浩 伸 

 

特任助教  松 山 鮎 子 

古 壕 典 洋 

 

博士課程  高 雄 綾 子 

大 木 真 徳 

本 庄 陽 子 

坂 井 菜央美 

王   美 璇 

豊 田   香 

中 村 由 香 

侯   婷 婷 

丁     健 

大 山   宏 

園 部 友里恵 

中 川 友理絵 

山 口 香 苗 

金   宝 藍 

相 良 好 美 

杉 浦 ちなみ 

西 川 昇 吾 

 

修士課程  家 保 咲 希 

浦   綾 乃 

松 田 弥 花 

三 山 雄 大 

堀 本 暁 洋 

松 尾 有 美 

藤 倉 皓一郎 

付   雨 菲 
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